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南魚沼市では、市民一人ひとりが人権について正しく理解し行動できる地域社会を目指し、

平成 26 年に「南魚沼市人権教育・啓発推進計画」を策定、令和 3 年に改訂を行い、様々な

機会を通じて人権教育・啓発に取り組んでまいりました。 

 

令和 2 年に発生し、世界的なパンデミックとなった新型コロナウイルス感染症は、感染者

や医療従事者への偏見や差別を社会に浮き彫りにしました。また、インターネット等を介し

た誹謗中傷による人権侵害をはじめ、外国人や性的マイノリティへの理解不足から生じる誤

解や不適切な対応、子どもへの虐待や様々な場面におけるハラスメント行為など、人権を取

り巻く状況はますます複雑で多様なものとなっています。 

                                         

このような人権問題を課題と捉え、今後の人権施策の方向性を示すために「第 2 次南魚沼

市人権教育・啓発推進計画」を策定しました。人権尊重のまちづくりは、行政の不断の努力

に加え、市民一人ひとりが人権の重要性を理解し、実際に行動することによって初めて実現

されるものです。この計画の理念を共有し、市民の皆さまと共に、日々のくらしの中で互い

の人権を尊重し合う意識が根付くことを目指し、より一層人権教育・啓発に取り組んでまい

りますので、皆さまから更なるご理解とご協力をお願い申し上げます。 

 

結びに、この計画策定に当たり、南魚沼市人権教育・啓発推進委員会の委員の皆さまをは

じめ、貴重なご意見・ご提言をいただいた市民の皆さまに、心から感謝申し上げます。 

 

 

 

 

 

令和 8 年 3 月 
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第 1 章 計画について 

１ 計画の趣旨 

人が人らしく生きる権利、いのちと自由を確保し、幸せを求める権利、そして、すべての

人が生まれながらに持つ権利、それが人権です。 

わたしたちは、互いの人権を尊重し、一人ひとりがかけがえのない存在であることを認め

あって暮らしています。しかし、社会のさまざまな場面で、人権が侵害される問題が生じて

おり、一人ひとりの認識や行動が改めて問われています。 

人権問題は、決して被害を受ける人々が存在することで起こるものではありません。人権

問題は、差別や偏見など、人権を侵害する考えと行動によって起きるものです。このことを

わたしたちは強く認識し、どのような場面に直面しても、自分と他者それぞれの人権につい

て正しく理解し、違いを認めあい、誤った理解を正す勇気を持たなければなりません。 

南魚沼市では、あらゆる差別や偏見を許さない人権尊重のまちづくりの実現に向け、子ど

もから大人まで、すべての市民が人権について正しい理解と行動を身につけられるよう促す

ため、平成 26（2014）年に「南魚沼市人権教育・啓発推進計画」を策定、令和 3（2021）

年に見直しを行い、人権教育と啓発を推進してきました。 

見直しから 5 年が経過する中、少子高齢化や高度情報化、国際化・グローバル化の進展、

自然災害の激甚化や感染症の世界的な蔓延を経験するなど、わたしたちを取り巻く社会経済

情勢は常に変化しています。このような中、多様化・複雑化する人権課題へ対応するととも

に、新たな人権課題に的確に対応できる教育や啓発が求められています。すべての市民がお

互いにその人らしさを認めあいながら、共に生きる共生社会の実現に向けた取組がこれまで

以上に重要です。 

このような状況を踏まえ、これからの南魚沼市が取り組む人権教育・啓発に関する施策の

方向性を改めて示すため、「第 2 次南魚沼市人権教育・啓発推進計画」（以下、「本計画」

という）を策定しました。 
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２ 計画の位置づけ 

本計画は、「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」に規定する地方公共団体の責務と

して、本市の実情に即した人権教育・啓発に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため

に策定するものです。 

国の「人権教育・啓発に関する基本計画」及び新潟県の「新潟県人権教育・啓発推進基本指

針」を踏まえるとともに、市の最上位計画である「南魚沼市総合計画」が基本施策のひとつ

として掲げる「共感と共生のまちづくり」を実現するため、分野別の計画の一つとして、人

権施策を推進する上での基本的な考えを示しています。他の分野別計画との整合性を図りな

がら、市民一人ひとりが人権について正しく理解し、行動することができる地域社会の実現

に向けて取組を進めていきます。 

 

 

 

３ 計画の期間 

令和８（2026）年度から令和 12（2030）年度までの 5 年間とします。なお、社会情勢

等の変化を踏まえ、必要に応じて見直すものとします。 

  

人権教育及び人権啓発の推進に関する法律

人権教育・啓発に関する基本計画

新潟県人権教育・
啓発推進基本指針

国

県
第２次 南魚沼市人権教育・

啓発推進計画

人権教育及び人権啓発の推進に関する法律

人権教育・啓発に関する基本計画

南魚沼市総合計画

男女共同参画基本計画
子ども・子育て支援事業計画
教育基本計画
地域福祉計画
高齢者福祉計画・介護保険事業計画
障がい者計画・障がい福祉計画・

障がい児福祉計画
健康増進計画・食育推進計画・

南魚沼市自殺対策計画 など

国



第 1 章 計画について 

 

3 

４ 世界の動き 

国際連合（国連）は、昭和 23（1948）年の第 3 回総会において「すべての人民とすべて

の国が達成すべき共通の基準」として「世界人権宣言」を採択し、世界の平和を実現するた

めには、各国が協力して人権を守る努力をする必要があるということを明らかにしました。 

以来、世界人権宣言を実効性あるものにするために、「国際人権規約」をはじめ、「人種差

別撤廃条約」「女子差別撤廃条約」「拷問等禁止条約」「児童の権利条約」「強制失踪条約」

などの人権条約の発効や、人権に関する各種の宣言、国際年を定めるなど、人権が尊重され

る国際社会の実現を目指す取組が進められてきました。 

特に、平成６（1994）年の第 49 回総会では、平成７（1995）年から平成 16（2004）

年までの 10 年間を「人権教育のための国連 10 年」とすることを決議し、各国において、「人

権という普遍的な文化」が構築されることを目指した行動計画が採択されました。行動計画

では、あらゆる学習の場における人権教育の推進、マスメディアの活用、世界人権宣言の普

及など５つの主要目標が掲げられており、各国には国内行動計画を定めることが求められま

した。 

その後、平成 16（2004）年の国連総会において「人権教育のための世界計画」を採択し、

終了の時限を設けずに５年ごとに特定の分野や問題に焦点を当てた行動計画を策定すること

が求められており、現在は、子どもと若者に焦点を当てた第５フェーズ（令和７（2025）年～

令和 11（2029）年）が展開されています。 

平成 18（2006）年には、国連における人権問題への対処能力強化のために、従来の人権

委員会に代わる人権理事会が設置されました。さらに、平成 23（2011）年には国連総会に

おいて、すべての人が人権と基本的自由について知り、情報を求め、手に入れる権利を有し、

人権教育と研修へのアクセスを有するべきであるとする「人権教育と研修に関する国連宣言」

が採択されました。この宣言では、教育を受ける側だけでなく、それを推進する側の研修に

ついても示され、国際社会への強力なメッセージとして発せられています。 

企業活動のグローバル化が進む中、企業活動における人権の尊重が注目されるようになり、

平成 23（2011）年の国連人権理事会において、「ビジネスと人権に関する指導原則」が全

会一致で支持されました。この指導原則は、「人権を保護する国家の責務」「人権を尊重する

企業の責任」「救済へのアクセス」の 3 つの柱で構成されており、企業活動における人権尊

重の指針として用いられています。 

このように、21 世紀を「人権の世紀」とするための機運が高まりながらも、世界各地では、

民族や宗教などの違い、政治的対立や経済的利害によって、戦争や迫害、差別などが生じ、

人権が侵害され、生命の危険にさらされるという現状があります。 

  



第 1 章 計画について 

 

4 

５ 国や県の動き 

日本では、基本的人権の尊重を三大原則の一つとする日本国憲法のもと、さまざまな分野

において、人権が尊重される社会の形成に向けた取組が進められています。また、「国際人

権規約」をはじめとする人権条約の批准や「人権教育のための国連 10 年」の国連決議を受け

た国内行動計画の策定など、国際社会の一員としての取組が進められてきました。 

日本固有の人権問題である同和問題への取組は、昭和 44（1969）年に制定された「同和

対策事業特別措置法」等によって、各種の施策が推進されました。その後、平成８（1996）

年には「人権擁護施策推進法」が制定され、翌年に人権擁護推進審議会が設置されました。

平成 12（2000）年にはこの答申を受けて「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」が

制定されました。この法律には、人権教育・啓発の推進についての国と地方公共団体の責務、

国民の責務、人権教育・啓発に関する施策を計画的に推進することなどが示され、人権教育

は「人権尊重の精神の涵養を目的とする教育活動」、人権啓発は「国民の間に人権尊重の理

念を普及させ、及びそれに対する国民の理解を深めることを目的とする広報その他の啓発活

動（人権教育を除く）」と定義されています。この法律を受けて、平成 14（2002）年には

「人権教育・啓発に関する基本計画」が策定され、平成 23（2011）年には北朝鮮当局による

拉致問題等の項目が追加されました。さらに、令和 7（2025）年には社会経済情勢の変化や

国際的潮流の動向を捉えた効果的な取組の推進と新たな人権課題に対応するため、「人権教

育・啓発に関する基本計画（第二次）」が策定されました。 

また、子ども、高齢者、障がい者※に対する虐待防止や、女性、障がい者に対する雇用機会

の確保などを目的とした法律など、人権課題ごとの整備が進められ、平成 28（2016）年に

「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（障害者差別解消法）、「本邦外出身者

に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律」（ヘイトスピーチ解消

法）、「部落差別の解消の推進に関する法律」（部落差別解消推進法）の人権に関する３つの

法律が施行されました。 

新潟県では、同和教育を中核とした人権教育を推進するため、昭和 53（1978）年に「同

和教育基本方針」が制定されました。その後、国の「人権教育及び人権啓発の推進に関する

法律」で規定された人権教育・啓発にかかる施策の策定とその実施についての地方公共団体

の責務に基づき、平成 16（2004）年に県としての総合的な取組推進のための「新潟県人権

教育・啓発推進基本指針」が策定され、令和２（2020）年、令和 3（2021）年の 2 度改訂

されています。 

加えて、新潟県教育委員会では、人権教育のねらいや方向性を明らかにし、人権教育・同

和教育の取組を一層進展させるため、平成 22（2010）年に「新潟県人権教育基本方針」を

策定し、令和 3（2021）年 3 月に改訂を行いました。 
 

※「障がい（者）」の表記について：国や新潟県などでは、「障害」や「障害者」の表記が多く使われているが、本計画では南

魚沼市のまちづくりの最上位計画である「第３次南魚沼市総合計画」に準じて「障がい」や「障がい者」と表記することと

した。そのため、本計画の文章等の中で、国や県に由来する名称や文章中の「障害」と、本計画での記述上の「障がい」が

混在する  
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６ 南魚沼市のこれまでの取組 

平成 18（2006）年 「南魚沼市総合計画」策定。「共感と共生のまちづくり」を基本施策

のひとつに位置づけ。 

平成 19（2007）年 「いのち・愛・人権」南魚沼展 開催 

平成 26（2014）年 「南魚沼市人権教育・啓発推進計画」策定 

平成 28（2016）年 「いのち・愛・人権」南魚沼展 開催 

「本人通知制度」導入。第三者による住民票の写し等の不正取得と

個人の権利侵害の防止を図る。 

令和 3（2021）年 「南魚沼市人権教育・啓発推進計画」改定 

「南魚沼市人権教育・啓発推進委員会」設置 

モニタリング事業開始。インターネット掲示板等への悪質な差別書

き込みを監視。 

令和 4（2022）年 「第 4 次南魚沼市男女共同参画基本計画」策定 

 

【学校教育分野】 

平成 23（2011）年 「南魚沼市教育基本計画」策定 

平成 27（2015）年 「南魚沼市いじめ問題対策連絡協議会等の設置に関する条例」施行 

「いじめ問題対策連絡協議会」を設置し、関係機関・団体と連携し

ながら、市全体で「いじめや差別を許さない・見逃さない」体制

づくりに取り組む。 

平成 28（2016）年 「南魚沼市後期教育基本計画」策定 

令和４（2022）年 「第 2 次南魚沼市教育基本計画」策定 

 

【子育て福祉分野】 

令和 4（2022）年 「第 4 期南魚沼市地域福祉計画」 

令和 6（2024）年 「第 9 期南魚沼市高齢者福祉計画・介護保険事業計画」 

「第４期南魚沼市障がい者計画・第６期南魚沼市障がい福祉計画・ 

第 2 期障がい児福祉計画」を策定 

令和 7（2025）年 「第 3 期南魚沼市子ども・子育て支援事業計画」策定 

令和 8（2026）年 「南魚沼市健康増進計画（第 3 次）・南魚沼市食育推進計画 

（第 3 次）・南魚沼市歯科保健計画（第 3 次）・南魚沼市自殺対策

計画（第 2 次）」策定 
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第２章 これまでの取組の検証と今後の課題 

１ 市民アンケート調査 

本計画の策定に先立ち、南魚沼市における人権課題の現状や市民の意識などを把握するこ

とを目的に、人権に関する市民アンケート調査を実施しました。 

全体について前回調査結果とあわせて図示します。また、性別や年代別で傾向に違いが見

られるものについては、その概要を示します。 

 

調 査 名 人権に関する市民アンケート調査 

対 象 令和 6（2024）年 9 月 1 日現在、住民登録されている満 18 歳以上の南魚沼市民

2,000 人を住民基本台帳から無作為抽出 

発送・回収 調査用紙の発送は郵送で行った。回収は郵送またはインターネットで行った。 

日 程 発送／令和 6（2024）年 10 月１日（火） 回収／同年 11 月 15 日（金） 

回 収 数 875 件（回収率 43.9％） 

※宛て所無として返送された 10 件は対象者数より除いた 

・図表中の項目について、表記を一部省略している場合がある。また、集計結果は小数点第二位を四捨五入し、構成比率（％）

で小数点第一位まで表示しているため、表示された構成比の合計が 100％にならない場合がある 

・図表中の「ｎ」は、各設問の回答者数を示す 

・令和元（2019）年度に実施した前回調査から継続する設問（以下、「前回調査」という）については、経年比較を行う 

・性別や年代別など、属性による図や分析の詳細は令和 6（2024）年度に実施の「人権に関する市民アンケート調査報告書」

を参照のこと 

 

回答者の性別・年代 

● 性別は、男性が約 4 割、女性が約 5 割 

● 年代は、男女とも 70 歳代が最も多く、次いで 60 歳代が多い 

  
※性別「無回答」は「回答したくない」場合を含む 

男性

41.3%

女性

49.7%

無回答

9.0%

n=875

6.6

7.8

13.9

14.4

20.8

36.6

0.0

5.7

8.5

15.2

14.0

19.3

36.8

0.5

0% 20% 40% 60%

18-20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

無回答
男性（n=361）

女性（n=435）
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（１）どのような人権問題に関心がありますか（いくつでも選択） 

● 「障がい者」「子ども」「女性」「インターネット」「高齢者」などの人権問題への関心が高い 

● 前回調査と比較すると、ほとんどの項目で高くなっており、その中でも「HIV 感染者、ハン

セン病患者、新型コロナウイルス等感染症患者の人権」「女性の人権」「高齢者の人権」は前

回調査より 5 ポイント以上高い 

▶ 【性別で見ると】「女性の人権」（男性 41.8％、女性 62.3％）で差が最も大きく、女性が高い 

▶ 【年代別で見ると】「北朝鮮により拉致された被害者の人権」は 70 歳以上で高い一方で、

18～20 歳代で低い 

 

  

55.3 

54.3 

53.4 

52.9 

49.8 

37.1 

35.0 

28.0 

24.1 

23.7 

23.1 

22.7 

20.9 

20.7 

19.1 

16.5 

16.3 

15.9 

2.6

7.4

52.6 

52.7 

48.3 

48.8 

44.3 

40.1 

31.5 

23.5 

21.9 

17.6 

21.6 

24.6 

20.5 

18.3 

18.1 

15.3 

16.1 

13.8 

3.7

6.0

0% 20% 40% 60% 80%

障がい者の人権

子どもの人権

女性の人権

インターネットによる人権侵害

高齢者の人権

犯罪被害者やその家族の人権

北朝鮮により拉致された被害者の人権

職業選択における人権侵害

外国籍等の人々の人権

HIV感染者、ハンセン病患者、

新型コロナウイルス等感染症患者の人権

性自認（こころの性）を理由とする人権侵害

東日本大震災に伴う人権侵害

性的指向を理由とする人権侵害

刑を終えて出所した人の人権

新潟水俣病被害者の人権

ホームレスの人の人権

同和地区出身者の人権

アイヌの人々の人権

その他

人権問題には関心がない

令和６年度（n=875）

令和元年度（n=867）
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（２）「自分の人権が守られていない・人権が侵害されている」と感じたことがありますか 

（１つだけ選択） 

● 感じたことがある人が約３割 

● 前回調査とほぼ同じ 

▶ 【性別で見ると】「ある」（男性 25.8％、女性 35.4％）で女性が高い 

▶ 【年代別で見ると】「ある」は 70 歳以上で、他の年代より低い 

 

 

（３）「自分の人権が守られていない・人権が侵害されている」と感じたのは、どのようなことで

すか（いくつでも選択 （２）で「ある」と回答した人 279 人） 

● 「うわさやかげ口、悪口を言われた」が 5 割以上、「職場での不当な待遇やパワーハラスメン

ト」が 4 割以上、「仲間はずれや嫌がらせ」が 3 割以上 

● 前回調査よりも「職場での不当な待遇やパワーハラスメント」が 5.3 ポイント高い 

▶ 【性別で見ると】「仲間はずれや嫌がらせをされた」（男性 24.7％、女性 37.0％）で最も差

が大きく、女性が高い 

▶ 【年代別で見ると】「仲間はずれや嫌がらせ」で 30 歳代が高い 

 

  

31.9

29.8

65.4

66.8

2.7

3.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度（n=875）

令和元年度（n=867）

ある ない 無回答

55.2 

45.2 

33.7 

22.9 

17.9 

17.6 

12.2 

10.8 

4.3 

5.0

0.4

58.1 

39.9 

37.6 

27.1 

24.4 

22.9 

8.1 

9.3 

6.2 

6.2

0.0

0% 20% 40% 60% 80%

うわさやかげ口、悪口を言われた

職場で不当な待遇やパワーハラスメントを受けた

仲間はずれや嫌がらせをされた

名誉・信用の侵害や恥をかかせられた

プライバシーを侵害された

精神的・身体的な暴力や脅迫を受けた

セクシャルハラスメントを受けた

結婚や就職に際して差別をされた

ストーカー行為をされた

その他

無回答

令和６年度（n=279）

令和元年度（n=258）
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（４）「女性の人権が守られていない」と感じること（３つまで選択） 

● 「固定的な役割分担の押しつけ」が約５割で最も高く、次いで「職場における待遇が男性と

違う」が３割以上 

● 前回調査と大きな差は見られない 

▶ 【性別で見ると】「固定的な役割分担の押しつけ」（男性 41.0％、女性 57.7％）で最も差が

大きく、女性が高い 

▶ 【年代別で見ると】「セクシャルハラスメントやマタニティハラスメント」で 18～20 歳代が

高い 

 

 

（５）「女性の人権が尊重されるために」必要だと思うこと（３つまで選択） 

● 「男女ともに仕事と家事・育児・介護などの両立ができる環境をつくる」が約７割 

● 前回調査と大きな差は見られない 

▶ 【性別で見ると】「職場・地域・家庭などでの意思決定への女性の参画を推進する」（男性

31.9％、女性 20.5％）で最も差が大きく、男性が高い 

▶ 【年代別で見ると】「男女ともに仕事と家事・育児・介護などの両立ができる環境をつくる」は

18～20 歳代が高い 

 

49.8 

35.5 

26.2 

24.5 

16.9 

15.3 

10.1 

8.3 

1.1

12.9

4.8

49.5 

30.8 

25.7 

24.7 

16.0 

15.2 

12.7 

8.1 

0.8

14.2

0.0

0% 20% 40% 60% 80%

「男は仕事、女は家庭」や「女性は○○すべき」

といった固定的な役割分担の押しつけ

採用や給与・昇進、仕事内容など、

職場における待遇が男性と違う

セクシャルハラスメントやマタニティハラスメント

結婚・出産などについての干渉

テレビ、雑誌、インターネットなど

によるわいせつな情報

職場・地域・家庭などで

重要な方針決定に関われない

夫や恋人からのDV

売春・買春や援助交際

その他

特に問題だと思うことはない

無回答

令和６年度（n=875）

令和元年度（n=867）

72.9 

33.5 

25.3 

25.0 

24.9 

16.9 

16.2 

11.8 

2.4

4.1

3.3

70.0 

30.9 

24.2 

24.6 

23.4 

16.1 

19.8 

11.4 

2.1

5.9

0.0

0% 20% 40% 60% 80%

男女ともに仕事と家事・育児・介護などの

両立ができる環境をつくる

職場での男女平等な待遇・体制を推進する

職場・地域・家庭などでの

意思決定への女性の参画を推進する

男女平等と女性の人権について

学校・社会教育や啓発・広報を推進する

女性が被害者となる犯罪の取締りを強化する

マスコミ等が情報や表現内容に

配慮する取り組みを推進する

女性のための相談・支援体制を充実させる

夫や恋人によるDVから

救済する方策を充実させる

その他

特に必要だと思うことはない

無回答

令和６年度（n=875）

令和元年度（n=867）
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（６）「子どもの人権が守られていない」と感じること（３つまで選択） 

● 「家族が面倒をみなかったり、無視、虐待をする」「子どもどうしでの暴力、仲間はずし、無

視などのいじめがある」「経済的理由で十分な教育を受けられない」が高い 

● 前回調査と比較して、「家族が面倒をみなかったり、無視、虐待をする」「家族がしつけのつ

もりで体罰を行う」「教師や指導者が体罰や無視、不快な言動をする」が低い 

▶ 【性別で見ると】「いじめをしている子どもや、されている子どもを見ても、見ないふりをす

る」（男性 34.9％、女性 26.0％）で最も差が大きく、男性が高い 

▶ 【年代別で見ると】「進学や就職等の選択に関する意見の無視や考えの押しつけ」が 18～20

歳代で高い 

 
 

  

36.2 

35.9 

34.2 

30.5 

25.6 

25.1 

21.4 

17.5 

1.5

8.3

3.8

46.1 

35.8 

28.8 

25.7 

19.7 

35.8 

29.6 

18.1 

0.7

7.2

0.0

0% 20% 40% 60%

家族が面倒をみなかったり、無視、虐待をする

子どもどうしでの暴力、

仲間はずし、無視などのいじめがある

経済的理由で十分な教育を受けられない

いじめをしている子どもや、されている子どもを

見ても、見ないふりをする

進学や就職等の選択について、大人が

子どもの意見を無視したり、考えを押しつける

家族がしつけのつもりで体罰を行う

教師や指導者が体罰や無視、不快な言動をする

子どもが児童売春・買春や児童ポルノなど

性的犯罪の被害を受ける

その他

特に問題だと思うことはない

無回答

令和６年度（n=875）

令和元年度（n=867）
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（７）「子どもの人権が尊重されるために」必要だと思うこと（３つまで選択） 

● 「他者への思いやりの心を育む教育を推進する」「家族が良好な信頼関係を築く」が約４割で

高い 

▶ 前回調査と比較して、「虐待の早期発見」「教師や指導者の人間性・資質の向上」が低い 

▶ 【性別で見ると】「子ども自身や家族のための相談・支援体制の充実」（男性 15.5%、女性

23.7％）で最も差が大きく、女性が高い 

▶ 【年代別で見ると】「子ども自身や家族のための相談・支援体制の充実」で 18～20 歳代が高

い 

 
  

40.6 

38.7 

26.2 

24.5 

24.1 

20.2 

19.1 

16.0 

14.2 

10.5 

8.6 

8.5 

4.8 

2.1

2.3

3.2

38.4 

41.4 

22.1 

30.7 

29.6 

21.1 

18.6 

18.9 

14.1 

10.4 

9.3 

6.9 

4.3 

1.5

2.3

0.0

0% 20% 40% 60%

子ども達に他者への

思いやりの心を育む教育を推進する

家族が良好な信頼関係を築く

子どもの意見や行動を尊重する

家庭・地域・社会づくりを推進する

子どもの虐待に気づいた場合に

通告するなど早期発見に努める

教師や指導者の人間性・資質の向上を図る

子ども自身やその家族のための

相談・支援体制を充実させる

いじめの予防・解決・救済の方策を充実させる

地域の人が子ども達を見守る体制をつくる

子どもが被害者となる犯罪の取締りを強化する

子どもの人権について

学校・社会教育や啓発・広報を推進する

体罰や虐待の禁止を徹底する

マスコミ等が情報や表現内容に

配慮する取り組みを推進する

校則や規則を見直す

その他

特に必要だと思うことはない

無回答

令和６年度（n=875）

令和元年度（n=867）
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（８）「高齢者の人権が守られていない」と感じること（３つまで選択） 

● 「悪徳商法や特殊詐欺などの犯罪被害が多い」が約３割で最も高い 

● 前回調査と大きな差は見られない 

▶ 【年代別で見ると】「高齢者にひどいことを言ったり、身体的、精神的、経済的な虐待をしたり

する」で 18～20 歳代が高い 

 

 

  

32.2 

26.2 

24.3 

22.7 

19.0 

18.2 

15.9 

15.5 

14.7 

14.4 

12.6 

1.8

9.8

1.9

36.2 

25.8 

21.5 

25.1 

19.6 

19.0 

16.6 

15.2 

9.9 

15.2 

11.5 

1.5

9.7

0.0

0% 20% 40% 60%

悪徳商法や特殊詐欺などの犯罪被害が多い

介護の制度やサービスが行きとどかない

独り暮らしの高齢者に情報が十分に伝わらない

高齢者が働く場所や能力を発揮する機会が少ない

高齢者を邪魔にしたり、

意見や行動が尊重されたりしない

地域で支える体制が十分でない

高齢者にひどいことを言ったり、身体的、

精神的、経済的な虐待をしたりする

道路の段差解消、エレベーター設置など高齢者が

暮らしやすいまちづくりが進んでいない

アパートなど賃貸住宅への入居が困難である

病院や福祉施設での対応が不十分

家族が無視したり、世話をすることを避けたりする

その他

特に問題だと思うことはない

無回答

令和６年度（n=875）

令和元年度（n=867）
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（９）「高齢者の人権が尊重されるために」必要だと思うこと（３つまで選択） 

● 「高齢者自身やその家族のための相談・支援体制を充実させる」「介護の制度やサービス、緊

急時の体制を整える」が約３割で高い 

● 前回調査と大きな差は見られない 

▶ 【性別で見ると】「介護の制度やサービス、緊急時の体制を整える」（男性 24.7％、女性

32.6％）で最も差が大きく、女性が高い 

▶ 【年代別で見ると】「病院や福祉施設での十分な対応と虐待防止を徹底する」が 18～20 歳代

で高い 

 

 

  

32.5 

29.3 

21.0 

19.8 

18.5 

18.5 

17.8 

16.1 

16.1 

10.9 

9.9 

8.8 

7.9 

6.2 

1.9

5.1

2.2

29.5 

29.2 

22.0 

19.8 

21.2 

14.0 

21.1 

13.6 

16.4 

14.1 

7.6 

7.6 

10.1 

5.5 

1.3

6.9

0.0

0% 20% 40% 60%

高齢者自身やその家族のための

相談・支援体制を充実させる

介護の制度やサービス、緊急時の体制を整える

高齢者の意見や行動を尊重する

家庭・地域・社会づくりを推進する

高齢者が働く機会を確保する

高齢者福祉に関わる人材の人間性・資質の向上を図る

交通、住居、公的施設などのバリアフリー化を推進する

地域の人が高齢者を見守る体制をつくる

病院や福祉施設での十分な対応と虐待防止を徹底する

高齢者に配慮した防犯・防災体制を強化する

世代間の交流を促進する

財産の保全・管理などの社会的サービス

（成年後見制度など）を充実させる

高齢者の人権について

学校・社会教育や啓発・広報を推進する

高齢者がスポーツ・文化・地域活動に参加しやすくする

高齢者の人権侵害への救済策を充実させる

その他

特に必要だと思うことはない

無回答

令和６年度（n=875）

令和元年度（n=867）
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（10）「障がい者の人権が守られていない」と感じること（３つまで選択） 

● 「働く場所・能力発揮機会が少なく待遇が不利なことが多い」が約５割で最も高く、次いで

「地域や社会で、障がい者への理解が十分にされていない」が約４割 

● 前回調査と比較して、「障がい者が暮らしやすいまちづくりが進んでいない」が 6.2 ポイント

低い一方で、「特に問題だと思うことはない」は前回調査と同様に１割以上 

▶ 【性別で見ると】「障がい者が暮らしやすいまちづくりが進んでいない」（男性 16.3％、女性

22.8％）で最も差が大きく、女性が高い 

▶ 【年代別で見ると】「障がい者にひどいことを言ったり、無視、虐待をする」で若い年代ほど

高い 

 

 

  

49.8 

37.1 

19.8 

18.9 

16.3 

13.4 

13.0 

10.1 

9.7 

8.1 

3.1 

2.3

11.4

4.6

49.8 

34.8 

26.0 

16.0 

19.4 

15.9 

13.4 

9.0 

10.3 

8.2 

2.0 

1.5

10.3

0.0

0% 20% 40% 60%

障がい者が働く場所や能力を発揮する

機会が少なく、待遇が不利なことが多い

地域や社会で、障がい者への

理解が十分にされていない

道路の段差解消、点字表示など障がい者が

暮らしやすいまちづくりが進んでいない

保育施設や学校などの受け入れ体制が十分でない

ジロジロと見られたり、避けられたりする

障がい者にひどいことを言ったり、

無視、虐待をしたりする

障がい者の意見や行動が尊重されない

スポーツ・文化・地域活動への参加がしにくい

福祉施設などでの対応が不十分

アパートなど賃貸住宅への入居が困難である

家族が無視したり、世話をすることを避けたりする

その他

特に問題だと思うことはない

無回答

令和６年度（n=875）

令和元年度（n=867）
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（11）「障がい者の人権が尊重されるために」必要だと思うこと（３つまで選択） 

● 「障がい者が働く機会の確保」「障がい者自身やその家族のための相談・支援体制を充実させ

る」が３割以上 

● 前回調査と大きな差は見られない 

▶ 【性別で見ると】「障がい者が働く機会を確保する」（男性 39.6％、女性 33.6％）で最も差

が大きく、男性が高い 

▶ 【年代別で見ると】「福祉施設などでの十分な対応と虐待防止を徹底する」は 18～20 歳代が

高い 

 

  

36.6 

35.9 

24.3 

23.5 

20.0 

16.3 

14.5 

14.2 

13.0 

9.5 

8.3 

7.8 

4.7 

4.5 

1.3

6.1

3.8

34.3 

34.6 

27.9 

25.4 

19.8 

16.4 

16.3 

15.3 

15.1 

10.1 

6.6 

6.1 

5.8 

3.9 

0.9

5.1

0.0

0% 20% 40% 60%

障がい者が働く機会を確保する

障がい者自身やその家族のための

相談・支援体制を充実させる

障がいの有無にかかわらない、

さまざまな人同士の交流を促進する

障がい者の意見や行動を

尊重する地域・社会づくりを推進する

障がい者が利用できる福祉サービスを充実させる

障がい者の人権について

学校・社会教育や啓発・広報を推進する

障がい者福祉に関わる人材の人間性・資質の向上を図る

障がいの有無にかかわらず、皆が一緒に

学習できる学校教育を推進する

交通、住居、公的施設などのバリアフリー化を推進する

福祉施設などでの十分な対応と虐待防止を徹底する

障がい者がスポーツ・文化・地域活動に参加しやすくする

障がい者の人権侵害への救済策を充実させる

障がい者に配慮した防犯・防災対策を強化する

財産の保全・管理などの社会的サービス

（成年後見制度など）を充実させる

その他

特に必要だと思うことはない

無回答

令和６年度（n=875）

令和元年度（n=867）
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（12）「外国籍等の人々の人権が守られていない」と感じること（３つまで選択） 

● 「特に問題だと思うことはない」が約３割で最も高く、次いで「外国語の表示など、暮らし

やすいまちづくりが進んでいない」「地域や社会で、外国籍等の人々への理解が十分に進んで

いない」「外国籍の人々が働く場所や能力を発揮する機会が少ない」が２割以上 

● 前回調査と大きな差は見られない 

▶ 【年代別で見ると】「外国籍等の人々への差別的な発言や行動がされることがある」で 18～20

歳代が高い 

 
 

  

25.6 

23.1 

20.9 

16.2 

8.7 

8.3 

8.2 

7.0 

5.3 

4.9 

3.9 

5.4

29.0

8.3

29.5 

23.0 

20.1 

15.7 

7.8 

11.8 

8.8 

7.2 

7.7 

5.1 

5.0 

3.7

25.6

0.0 

0% 20% 40% 60%

外国語の表示など、外国籍等の人々が

暮らしやすいまちづくりが進んでいない

地域や社会で、外国籍等の人々への

理解が十分にされていない

外国籍等の人々が働く場所や能力を

発揮する機会が少ない

外国籍等の人々への差別的な

発言や行動がされることがある

保育施設や学校などの受け入れ体制が十分でない

納税の義務がある一方、参政権がない

外国籍等の人々の意見や行動が尊重されない

ジロジロと見られたり、避けられたりする

ヘイトスピーチを伴うデモ、集会、街宣活動等が行われる

スポーツ・文化・地域活動への参加がしにくい

アパートなど賃貸住宅への入居が困難である

その他

特に問題だと思うことはない

無回答

令和６年度（n=875）

令和元年度（n=867）
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（13）「外国籍等の人々の人権が尊重されるために」必要だと思うこと（３つまで選択） 

● 「外国籍等の人々のための相談・支援体制を充実させる」が約３割で最も高い 

● 前回調査と比較して、「国籍にかかわらず、皆が一緒に学習できる学校教育の推進」が 5.8 ポ

イント低い 

▶ 【性別で見ると】「外国籍等の人々の意見や行動を尊重する地域・社会づくりの推進」（男性

23.0％、女性 17.0％）で最も差が大きく、男性が高い 

 

  

31.2 

22.6 

21.3 

19.1 

17.5 

16.9 

16.5 

14.7 

12.2 

8.7 

3.0 

17.4

6.7

30.3 

24.1 

23.1 

19.5 

23.3 

16.1 

20.0 

16.3 

12.5 

8.9 

2.2 

12.8

0.0

0% 20% 40% 60%

外国籍等の人々のための相談・支援体制を充実させる

日本語を習得する機会を充実させる

交通、住居、公的施設などでの外国語表記等、外国籍等の

人々が暮らしやすいまちづくりを推進する

外国籍等の人々の意見や行動を

尊重する地域・社会づくりを推進する

国籍にかかわらず、皆が一緒に

学習できる学校教育を推進する

外国籍等の人々が働く機会を確保する

外国籍等の人々との交流を促進する

外国語による情報提供を充実させる

外国籍等の人々の人権について

学校・社会教育や啓発・広報を推進する

外国籍等の人々がスポーツ・

文化・地域活動に参加しやすくする

その他

特に必要だと思うことはない

無回答

令和６年度（n=875）

令和元年度（n=867）
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（14）同和問題や同和地区についてはじめて知ったのはいつ頃ですか（１つだけ選択） 

● 「小学生の頃」「中学生の頃」「20 歳以上」「おぼえていない」が１割以上、「小学校入学前」

から「中学生の頃」までをあわせると３割以上、合計値「知っている」※が７割以上 

● 前回調査と大きな差は見られない 

▶ 【性別で見ると】「中学生の頃」（男性 21.3％、女性 15.6％）で最も差が大きく、男性が高い 

▶ 【年代別で見ると】「小学校入学前」から「中学生の頃」までの認知度は 18～20 歳代が高い 

 

 
※ 合計値「知っている」は「小学校入学前」から「おぼえていない」までの７項目の合計値 

 

 

（15）同和問題・地区についてはじめて知ったきっかけはどのようなことですか（１つだけ選択） 

● 「学校の授業」「テレビ・新聞・本・雑誌など」と「知らなかった」が約２割 

● 前回調査と大きな差は見られない 

▶ 【年代別で見ると】「学校の授業でとりあげられた」で特に差が大きく、若い年代ほど高い 

 

 
 

0.3

1.0

15.4

16.4

17.7

15.2

7.9

8.2

3.9

5.2

12.9

15.8

18.3

13.4

21.5

21.0

2.1

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年度（n=875）

2019年度（n=867）

小学校入学前（6歳くらいまで） 小学生の頃（7～12歳くらいまで）

中学生の頃（13～15歳くらいまで） 高校生の頃（16～18歳くらいまで）

高校卒業後で20歳未満の頃 20歳以上

おぼえていない 同和問題や同和地区について知らなかった

無回答

20.7 

18.4 

8.8 

3.9 

3.5 

2.3 

1.9 

1.5 

1.0 

0.8 

1.8

12.2

19.8

3.3

20.1 

19.8 

11.8 

3.8 

2.3 

1.8 

2.3 

1.4 

1.5 

0.5 

0.9

8.9

21.0

3.9

0% 20% 40%

学校の授業でとりあげられた

テレビ・新聞・本・雑誌などで知った

家族から聞いた

職場の人から聞いた

近所の人から聞いた

学校の友達から聞いた

同和問題の講演会や研修会で知った

インターネットで知った

親戚から聞いた

県や市町村の広報・冊子などで知った

その他

おぼえていない

同和問題や同和地区について知らなかった

無回答

令和６年度（n=875）

令和元年度（n=867）
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5.8

9.5

45.0

46.8

25.6

24.5

4.1

3.8

17.0

12.0

2.4

3.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度（n=875）

令和元年度（n=867）

身元調査をすることは当然のことだと思う

よくないことだと思うが、ある程度は仕方がないことだと思う

差別につながる恐れがあるので、するべきではない

その他

わからない

無回答

8.3

7.2

19.8

22.0

38.4

40.0

4.6

5.1

2.3

2.2

2.4

1.6

21.7

18.1

2.5

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度（n=875）

令和元年度（n=867）

自分ではどうにもできない問題だから、なりゆきにまかせるしかない

自分ではどうにもできない問題だが、誰かしかるべき人や機関に解決してほしい

社会全体で取り組んで解決すべきで、自分も努力すべきだ

そっとしておけば自然になくなるだろう

一部の人だけの問題であり、自分とは直接関係ない

その他

わからない

無回答

（16）仮に、あなたやあなたのお子さんが結婚しようとする相手が同和地区出身の人だと知っ
た場合、どのようにすると思いますか（１つだけ選択） 

● 「家族や親戚の意見にかかわらず、自分の意志を貫いて結婚する・子どもの意志を尊重す
る」が約５割で最も高く、次いで「わからない」が２割以上 

● 前回調査と比較して、「家族や親戚の意見にかかわらず、自分の意志を貫いて結婚する・子ど
もの意志を尊重する」が 6.1 ポイント高い 

▶ 【性別で見ると】「わからない」（男性 21.1％、女性 26.9％）で最も差が大きく、女性が高い 

 
 

（17）身元調査についてどのように考えますか（１つだけ選択） 

● 「よくないことだと思うが、ある程度は仕方がないことだと思う」が４割以上で最も高い 

● 前回調査と比較して、「わからない」が 5.0 ポイント高い 

▶ 【性別で見ると】「当然だと思う」「よくないことだと思うがある程度は仕方がない」の合計値
（男性 57.6％、女性 47.4％）で男性が高い 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（18）同和問題や同和地区についてどのように考えますか（１つだけ選択） 

● 「社会全体で取り組んで解決すべきで、自分も努力すべき」が約４割で最も高い 

● 前回調査と大きな差は見られない 

▶ 【性別で見ると】「わからない」（男性 17.7％、女性 23.4％）で最も差が大きく、女性が高い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

47.9 

41.8 

20.5 

21.5 

2.3 

3.0 

0.7 

0.8 

25.1

27.8

3.5

5.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度（n=875）

令和元年度（n=867）

家族や親戚の意見にかかわらず、自分の意志を貫いて結婚する・子どもの意志を尊重する

家族や親戚から強い反対があっても、説得して結婚する・子どもの意志を尊重する

家族や親戚から強い反対があったら、結婚しない・子どもの結婚に反対する

家族や親戚が反対しなくても、絶対に結婚しない・子どもの結婚に反対する

わからない

無回答
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（19）「インターネットを介した人権侵害」について、特にどのようなことが問題だと思います

か（３つまで選択） 

● 「書き込み者の倫理観（モラル）が低下しやすい」「他人の名誉を傷つける表現が掲載される」が５割
以上、「SNSによる交流が犯罪を誘発する場となっている」「被害者が救済されにくい」が４割以上 

● 前回調査と比較して、「被害者が救済されにくい」が8.4ポイント高い 

▶ 【性別で見ると】「わいせつな画像や残虐な画像など有害な情報の掲載」（男性16.9％、女性26.4％）
で最も差が大きく、女性が高い 

▶ 【年代別で見ると】「差別的な表現が掲載される」は 18～20 歳代で高い 

 
 

 

（20）「インターネットを介した人権侵害を防ぐため」に必要なこと 

● 「プロバイダ（インターネット接続業者）などが、不適切な情報発信者に対する監視や取締りを強化
する」が約６割、次いで、「国による情報の提供停止や削除などに関する法的規制の強化」「学校教育
や生涯学習において、個人の責任や情報モラルについての教育の充実」 

▶ 【性別で見ると】「学校教育や生涯学習における、個人の責任や情報モラルについての教育の
充実」（男性 42.1％、女性 50.3％）で最も差が大きく、女性が高い 

▶ 【年代別で見ると】「自分自身が、インターネット上で起こり得る誹謗中傷などの人権侵害に
ついて理解を深める」は 18～20 歳代が高い 

 

54.3 

53.1 

45.7 

45.3 

22.5 

12.6 

6.5 

1.7

1.3

4.9

4.2

53.6 

52.2 

42.0 

36.9 

22.8 

14.9 

9.6 

2.2

1.6

4.7

0.0

0% 20% 40% 60% 80%

書き込みがとく名で行われることが多いため、

書き込み者の倫理観（モラル）が低下しやすい

他人の名誉を傷つける表現が掲載される

SNS（ソーシャルネットワーキングサービス）による

交流が犯罪を誘発する場となっている

書き込み者がとく名であることが多く、

被害者が救済されにくい

わいせつな画像や残虐な画像など有害な情報が掲載される

差別的な表現が掲載される

捜査対象の未成年者の実名や顔写真が掲載される

その他

特に問題だと思うことはない

上記のような問題があることを知らない

無回答

令和６年度（n=875）

令和元年度（n=867）

61.4 

55.3 

46.2 

24.3 

20.1 

18.5 

14.6 

2.1

3.3

4.5

0% 20% 40% 60% 80%

プロバイダ（インターネット接続業者）などが、不適切な

情報発信者に対する監視や取締りを強化する

国が、情報の提供停止や削除など

に関する法的規制を強化する

学校教育や生涯学習において、個人の責任や

情報モラルについての教育の充実を図る

インターネット上で人権侵害を受けた人からの

相談、支援体制を充実させる

自分自身が、インターネット上で起こり得る

誹謗中傷などの人権侵害について理解を深める

必要以上にインターネットを利用しないように心がける

インターネット利用者に対して啓発活動を推進する

その他

特に必要だと思うことがない

無回答 令和６年度（n=875）
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（21）「感染症患者やその家族、または医療従事者などの人権が守られていないと感じること」

について 

● 「感染症についての正しい理解がなされていないこと」が約６割と最も高く、次いで、「マスメディ

アやSNSにおける予断と偏見に満ちた情報の拡散」が約４割 

▶ 【性別で見ると】「マスメディアや SNS における予断と偏見に満ちた情報の拡散」（男性

33.8％、女性 41.1％）で最も差が大きく、女性が高い 

▶ 【年代別で見ると】「患者等が差別的な発言や行為を受けること」が 18～20 歳代で高い 

 

 

 

（2２）「感染症患者やその家族、または医療従事者などの人権が尊重されるために必要だと思

うこと」 

● 「市民一人一人が感染症に関する正しい知識を身につける」が５割以上と最も高く、「義務教育での

正しい知識の習得」「患者等のプライバシー保護の徹底」が約4割、「不確かな情報が流れないため

の、マスメディアやSNSの規制」「広報・啓発活動の推進」が約３割 

▶ 【性別で見ると】「患者等のプライバシー保護の徹底」（男性 36.8％、女性 43.9％）で女性

が高い 

 

61.1 

37.9 

26.3 

23.5 

15.7 

14.5 

12.6 

2.2

12.2

4.7

0% 20% 40% 60% 80%

感染症についての正しい理解がなされていないこと

マスメディアやSNSで、興味本位であったり、不確実で

あったり、予断と偏見に満ちた情報が拡散されること

患者や感染者、その家族等が

差別的な発言や行為を受けること

患者や感染者、その家族等の

プライバシーが守られていないこと

医療従事者やその家族等が

差別的な発言や行為をうけること

就職の際や職場・学校等において不利な扱いを受けること

患者や感染者、その家族等の

相談・支援体制が十分でないこと

その他

特に問題だと思うことはない

無回答 令和６年度（n=875）

56.9 

41.1 

40.5 

31.1 

30.7 

16.2 

11.9 

0.9

5.1

4.8

0% 20% 40% 60% 80%

市民一人一人が感染症に関する正しい知識を身につける

正しい知識を義務教育の中でも身に付けさせる

患者等のプライバシー保護を徹底する

行政や医療機関等が連携し、マスメディアやSNSで、

不確かな情報が流れないように規制する

患者等への偏見や差別をなくすため、これまでの

感染症に学び、広報・啓発活動を推進する

患者や家族等のための相談・支援体制を充実させる

患者等への人権侵害に対する救済策を強化する

その他

特に必要だと思うことはない

無回答 令和６年度（n=875）
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（23）「性的マイノリティ（LGBTQ※等）の人権が守られていない」と感じることがありますか 

（３つまで選択） 

● 「地域や社会での性的マイノリティへの理解の不十分」が４割以上で最も高く、「特に問題だ

と思うことはない」は約２割 

● 前回調査と大きな差は見られない 

▶ 【性別で見ると】「特に問題だと思うことはない」（男性 25.8％、女性 17.7％）で最も差が

大きく、女性が高い 

▶ 【年代別で見ると】「性的マイノリティの人にひどいことを言ったり、無視、虐待をしたりす

る」で 18～20 歳代が高い 

 
 

 

（24） 「性的マイノリティ（LGBTQ 等）の人権が尊重されるために」どのようなことが必要だ

と思いますか（３つまで選択） 

● 「意見や行動を尊重する家庭・地域・社会づくり」「学校・社会教育や啓発・広報」が３割以

上、「特に問題だと思うことはない」は１割以上 

● 前回調査と大きな差は見られない 

▶ 【性別で見ると】「性別にかかわらず利用できる施設を増やす」（男性 17.7％、女性 28.0％）

で最も差が大きく、女性が高い 

▶ 【年代別で見ると】「一定の要件を満たす同性カップルを結婚に相当する関係と認める」にお 

いて、18～20 歳代で高い 

 
※ LGBTQ：L（レズビアン）、G（ゲイ）、B（バイセクシュアル）、T（トランスジェンダー）、Q（クイア／クエスチョニング）の頭文字をとった略称 

レズビアン：こころの性が女性で、好きになる性が女性    ゲイ：こころの性が男性で、好きになる性が男性 

バイセクシュアル：好きになる性が異性の場合も同性の場合もある人 
トランスジェンダー：こころの性とからだの性に違和感を持つ人。「性同一性障害」は、これにより社会的に支障がある状態 
クイア：性的少数者全般    クエスチョニング：自分自身の性的指向や性自認がはっきりしていない人、または意図的に決めていない人 
 
なお、性的マイノリティとは、LGBTQ以外に、男女どちらにも恋愛感情を持たない人や、自分の性を決められない・わからないと感じている人など、
さまざまな人がいる  

43.0 

26.2 

22.2 

18.6 

16.3 

6.5 

4.5 

5.7

21.4

9.3

44.1 

23.3 

19.8 

20.1 

16.1 

5.4 

3.6 

6.2

22.1

0.0

0% 20% 40% 60%

地域や社会で、性的マイノリティへの理解が十分にされていない

本人に断りなく、性的マイノリティであることを誰かに話したり、公表したりする

性的マイノリティの人にひどいことを言ったり、無視、虐待(ぎゃくたい)をしたりする

ジロジロと見られたり、避けられたりする

採用や給与・昇進、仕事内容など、職場において不利な待遇を受ける

アパートなど賃貸住宅への入居が困難である

宿泊施設や店舗等の利用や入店を拒否される

その他

特に問題だと思うことはない

無回答

令和６年度（n=875）

令和元年度（n=867）

35.3 

32.0 

26.4 

23.1 

22.7 

19.8 

11.1 

3.1

14.6

8.6

31.5 

35.4 

31.3 

23.3 

22.4 

21.3 

10.4 

2.3

12.8

0.0

0% 20% 40% 60%

性的マイノリティの人権について学校・社会教育や啓発・広報を推進する

性的マイノリティの意見や行動を尊重する家庭・地域・社会づくりを推進する

性的マイノリティの相談・支援体制を充実させる

性別にかかわらず利用できる施設（更衣室やトイレを含む）を増やす

性的マイノリティに関する法整備を進める

一定の要件を満たす同性カップルを結婚に相当する関係と認める

申請書類などで、できるだけ性別の欄をなくす

その他

特に必要だと思うことはない

無回答

令和６年度（n=875）

令和元年度（n=867）
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（25）人権に関する３つの法律について知っていますか（それぞれ１つだけ選択） 

● いずれの法律も「知らない」が約５割、「よく知っている」「ある程度知っている」「名称だけ

知っている」の合計値は、障害者差別解消法が約５割、ヘイトスピーチ解消法、部落差別解

消推進法が約４割 

● 前回調査と比較して、ヘイトスピーチ解消法の「名称だけ知っている」が 5.3 ポイント高い 

▶ 【性別で見ると】「よく知っている」「ある程度知っている」「名称だけ知っている」の合計値

は、ヘイトスピーチ解消法（男性 48.2％、女性 38.6％）、部落差別解消推進法（男性 43.5％、

女性 36.8％）で男性が高い 

 

 

 

（26）「今よりもさらに人権が守られる」社会をつくるために、自ら考え、行動したいと思いま

すか（１つだけ選択） 

● 「どちらかというとそう思う」が約５割で最も高く、「そう思う」「どちらかというとそう思

う」の合計値は約８割 

● 前回調査と大きな差は見られない 

 

  

2.2

2.7

0.9

2.1

2.2

2.8

18.2

16.5

13.6

15.6

13.0

14.6

27.5

29.1

28.0

28.8

24.3

23.4

49.3

47.8

53.9

48.6

57.1

54.2

2.9

4.0

3.5

5.0

3.3

5.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度（n=875）

令和元年度（n=867）

令和６年度（n=875）

令和元年度（n=867）

令和６年度（n=875）

令和元年度（n=867）

よく知っている ある程度知っている 名称だけ知っている 知らない 無回答

①障害者差別

解消法

②ヘイトスピーチ

解消法

③部落差別解消

推進法

28.5

26.0

48.7

51.3

12.3

13.3

5.0

5.0

5.5

4.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度（n=875）

令和元年度（n=867）

そう思う どちらかというとそう思う どちらかというとそう思わない そう思わない 無回答
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（27）市がどのような取組を進めることが、「今よりもさらに人権が守られる」社会をつくる 

ために必要だと思いますか（いくつでも選択） 

● 「学校での子ども達への人権教育・啓発の充実」が約７割で最も高く、次いで「相談しやす

い窓口の充実」が５割以上、「生涯学習の場での大人対象の人権教育・啓発の充実」「働く場

での人権教育・啓発の促進」が約４割、「人権にかかわりの深い公的機関の職員の人権意識の

向上」「人権侵害に対する救済策の強化」が約３割 

● 前回調査と比較して、「人権にかかわりの深い公的機関の職員の人権意識の向上」が 6.2 ポイ

ント低い 

▶ 【性別で見ると】「市の審議会・委員会等において女性や障がい者等の委員を増やす」（男性

21.9％、女性 29.2％）で最も差が大きく、女性が高い 

▶ 【年代別で見ると】「働く場での人権教育・啓発の促進」で 30 歳代が高い 

 

69.1 

53.3 

40.2 

38.5 

32.2 

30.7 

25.8 

21.4 

2.3

4.9

68.2 

55.4 

42.0 

42.6 

38.4 

32.3 

26.3 

23.1 

3.2

0.0

0% 20% 40% 60% 80%

学校での子ども達への人権教育・啓発の充実

人権侵害を受けた時や、人権について知りたいことが

ある時などに相談しやすい窓口の充実

生涯学習の場での大人を対象とする人権教育・啓発の充実

働く場での人権教育・啓発の促進

人権にかかわりの深い公的な機関の職員の人権意識の向上

人権侵害に対する救済策の強化

市の審議会・委員会等において

女性や障がい者等の委員を増やす

人権にかかわりの深い活動をしている団体との連携強化

その他

無回答

令和６年度（n=875）

令和元年度（n=867）
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２ 評価指標の検証 

本計画は、その進行を管理し、着実な推進につなげるため、市民アンケート調査によって

得られる以下の値を評価の指標として設定しています。 

指標１「人権問題への関心度の向上」は、目標値を達成しています。 

指標２「市民の前向きな意向の醸成」は、目標値に達していないものの、前回調査時と同

等となっています。 

 

指  標 

基準値※1 

令和元年度 
（2019） 
（A） 

目標値 
令和 7 年度 
（2025） 
（B） 

実績値※2 
令和 6 年度 
（2024） 
（C） 

達成度 
（C×100／B）

指標 1：人権問題への関心度の向上 

26.7 ポイント 

（533.6 ポイント

/20 項目） 

27.7 ポイント 

（582 ポイント

/21 項目） 

28.6 ポイント 

（571 ポイント

/20 項目） 

103.2％ 

市民アンケート調査で各人権問題に

ついて関心がある割合の値の合計を

項目数で除した値 

◆「人権問題には関心がない」を除く項目そ

れぞれにおける「関心がある」割合の値

（ポイント）の合計を項目数で除した値 
     

指標 2：市民の前向きな意向の醸成 

77.3％ 80％ 77.2％ 96.5％ 

市民アンケート調査で「今よりもさら

に人権が守られる」社会をつくるため

に、自ら考え、行動したいと思う割合 

◆「そう思う」「どちらかというとそう思

う」の合計値 
 
※1 基準値：令和元（2019）年度に実施した市民アンケート調査（前回調査） 

※2 実績値：令和 6（2024）年度に実施した市民アンケート調査 
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３ 市民アンケート調査から示される現状と課題 

 
さまざまな人権問題に関心を持ち、理解を深める 

人権問題全般について見てみると、障がい者の人権をはじめ、さまざまな人権問題への関

心が高まっており、障がい者、子ども、女性、インターネット、高齢者の人権問題などでは、

高い関心が維持されています。一方、アイヌの人々、同和地区出身者、ホームレスの人、新潟

水俣病被害者などへの関心は、比較的低い状況が続いています。また、性別や年代によって

関心が高い項目が異なっています。 

 

性別や年代によって身近な人権問題が異なることを踏まえ、関心がある人権問題への認識

をさらに深めるとともに、それ以外の人権問題への関心を促し、理解を深められる環境づく

りが課題です。 

 

 

 
日常の中に存在する人権侵害を改めて考える 

「自分の人権が守られていない・人権が侵害されている」と感じたことのある人は約３割と

なっており、前回調査からほとんど変化していません。その内容も前回調査と同様に、「う

わさやかげ口、悪口を言われた」が最も多く、約６割を占めています。 

 

日常の暮らしの中で、多くの人々が人権の侵害を実感しているという現状を重く受け止め

る必要があります。また、暮らしの中の何気ない言動について改めて考えることを促すとと

もに、互いの人権を尊重しあえる地域づくりが課題です。 

他方、アンケート調査だけでは当事者の意識が十分に把握できていないことも踏まえ、人

権侵害が生じた際に相談できる窓口や支援体制の存在について、さらなる周知を図っていく

ことが求められます。 

 

 

 
人権問題それぞれの特性を把握し、計画的に取り組む 

さまざまな人権課題について、市民が問題と考えていること、必要だと感じていることを

見てみると、分野それぞれに固有のことと、複数の分野に共通することがあることがわかり

ます。 

まず、分野それぞれに固有のことについて特徴的なものを見てみると、女性の人権では、

性別を理由とした固定的な役割分担や職場における待遇の違いなどが大きな問題と考えられ

ており、女性の社会参画に対する理解の促進や、仕事と家事・育児･介護等の両立、いわゆる

ワーク・ライフ・バランス※の推進が強く求められています。 
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子どもの人権では、家族による養育放棄や虐待、子どもどうしのいじめ、経済的な教育格

差などが大きな問題と考えられており、子どもたちへの人権教育の推進や家族の信頼関係の

構築が求められています。 

高齢者の人権では、悪徳商法や特殊詐欺などの犯罪被害、障がい者の人権では、雇用機会

の確保や待遇の違いが大きな問題と考えられています。 

外国籍等の人々の人権では、「特に問題だと思うことはない」や「特に必要だと思うこと

はない」という人の割合が高くなっています。本市には国際大学が設置されており、日頃か

ら外国籍等の人々と触れ合う機会がある市民の意識は、ある程度醸成されていると考えられ

ます。他方、外国籍の人々との接点が限られる市民にとっては、実際の問題が見えづらくな

っている可能性や、関心の低さが一因となっている可能性があります。 

次に複数の分野に共通することについて見てみると、高齢者、障がい者、外国籍等の人々

の人権では、働く場所や能力を発揮する機会が少ないことが問題と考えられており、人権が

尊重されるためには相談・支援体制の充実が求められています。また、障がい者、外国籍等

の人々、性的マイノリティ（LGBTQ 等）の人権では、地域や社会での理解が進んでいない

ことが大きな問題と考えられています。 

分野によって特に性別による傾向が異なることも示されており、全体的に男性より女性で、

より強く問題と考えられている、必要だと感じられている状況がうかがえます。特に、女性

の人権における「固定的な役割分担の押しつけ」、性的マイノリティの人権における「性別

に関わらず利用できる施設の増加」などで性別による差が見られます。 

 

それぞれの人権問題の特性や共通点、性別等の属性による認識の違いを踏まえるとともに

新たな課題への対応を念頭に、家庭、学校、地域、職場など、場面や機会ごとに効果的な人権

教育・啓発を検討し、計画的に取り組むことが課題です。また、人権が侵害される事態の未

然防止と早期発見、的確な対応ができる体制の強化に努めることが課題です。 

 

 

 
同和問題について、年代の差に寄り添い、前向きな意向を生かす 

同和問題や同和地区の存在を知っている人は、年代にかかわらず７割以上で、特に 40 歳

代以下では８割以上と高くなっています。 

はじめて知った時期は、40 歳代以下では「小学生の頃」、50 歳代以上では「20 歳以上」

になってからという人が比較的多くなっています。知ったきっかけは、40 歳代以下では「学

校の授業でとりあげられた」という人が多いのに対して、50 歳代以上では「テレビ・新聞・

本・雑誌などで知った」という人が比較的多くなっています。 

自分や子どもが結婚しようとする相手が同和地区出身の人だと知った場合については、い

ずれの年代も「家族や親戚の意見にかかわらず、自分の意志を貫いて結婚する・子どもの意

志を尊重する」が最も高くなっています。 

一方、身元調査についてはいずれの年代も「よくないことだと思うが、ある程度は仕方が
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ないことだと思う」が高くなっています。 

同和問題や同和地区についての考え方は「社会全体で取り組んで解決すべきで、自分も努

力すべきだ」とする人がいずれの年代も最も多くなっており、知った時期やそのきっかけに

かかわらず、自ら前向きに取り組む意向を持つ人が多いということが示されています。 

 

学校教育における取組の成果を踏まえ、さらなる推進を図るとともに、年代によって同和

問題と接してきた環境が大きく異なることを念頭に、市民の正しい理解を促す情報の提供が

必要です。また、取組に前向きな市民が年代にかかわらず多いという状況を具体的行動につ

なげることが課題です。 

 

 

 
加害者にならないための人権教育・啓発 

インターネットを介した人権侵害について見てみると、書き込み者の倫理観（モラル）低

下や、他人の名誉を傷つける表現の掲載を問題と考える人が多く、それぞれ５割以上となっ

ています。 

 

ブログや SNS（Social Networking Service）の急速な普及が進む中、インターネット

を介した人権侵害について、加害者にならないよう、使い方のルールやマナーに関する教育・

啓発が必要です。 

また、被害を受けた場合に適切な対応や解決を図るための体制づくりが課題です。 

 

 

 
市民の前向きな意向を最大限に生かす 

「今よりもさらに人権が守られる社会づくりのために、自ら考え、行動したい」と思う人は

前回調査と同様に約８割を占めています。また、おおむね若い年代ほどその傾向が強くなっ

ており、若い年代を中心に市民自らが人権問題に取り組む意向が強くなっていることが示さ

れています。 

 

自ら考え、行動したいという、多くの市民の前向きな意向を最大限に生かし、地域や社会

全体の動きにつなげる実践的な取組が課題です。特に若い年代の前向きな意向を地域全体の

けん引力として生かすことが期待されます。 

 

 

 

 
※ ワーク・ライフ・バランス：仕事と仕事以外の生活の調和をとり、双方を充実させる働き方や生き方のこと 
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第３章 人権教育・啓発の推進に関する基本方針 

１ 基本方針 

市民一人ひとりが自分の人権を守るだけでなく、他の人の人権にも配慮した行動ができる

ようになるために、「人権とは何か」「人権を尊重するとはどういうことか」「人権が侵害さ

れたときにどのように対処すればよいか」といったことを正しく理解し、それを日常生活の

中で実践できるようにすることが求められます。南魚沼市では、学校、地域、家庭、職域、行

政等が、それぞれの役割を踏まえた上で、相互に連携しながら、人権教育・啓発を推進し、共

生社会を目指していきます。 

また、人権教育・啓発は市民一人ひとりの心のあり方に密接にかかわる問題でもあること

から、その自主性を尊重し、押しつけにならないよう、また、異なる意見に対する寛容な精

神に立って、自由な意見交換ができる環境づくりに努める必要があります。このような点を

踏まえ、行政が行う人権教育・啓発は、主体性や中立性を保ちながら推進していきます。 

 

２ さまざまな場面や機会における人権教育・啓発の推進 

 
学校における人権教育の推進 

子どもたち一人ひとりの個性が尊重され、豊かな人間性等の「生きる力」を育む中で、自

分のよさや可能性を認識するとともに、あらゆる他者を価値のある存在として尊重し、さま

ざまな人権問題に関する正しい理解を深めるとともに、差別や偏見をしない・許さない感性

を育める学校・学級づくりを推進します。 

あわせて、発達段階に応じて、子ども自身が権利の主体であること、人権とは何か、自己

や他者の人権を守るとはどういうことかをわかりやすく伝えていきます。 

また、教職員の人権問題、同和教育への理解を深め、質の高い人権教育を実践する意欲と

指導力の向上が図られるよう、研修機会の充実に努めます。 

 

 
地域社会における人権教育・啓発の推進 

市民一人ひとりが互いの人権を尊重し、行動できる地域社会の実現を目指して、公民館、

図書館等の社会教育施設を中心として、地域の実情に応じた、人権に関する多様な学習機会

の充実に努めます。また、災害等の非常時においても人権に配慮した適切な対応と支えあい

ができるよう、各地域の自治組織との連携･協働や自主的、主体的な活動の支援を推進します。 

さらに、地域づくり協議会、NPO・ボランティア団体など、市民が人権教育・啓発の担い

手となる団体等の育成や主体的な活動の支援を推進します。  
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家庭における人権教育・啓発の推進 

家庭は社会を構成する基礎を成す最も小さい単位です。性別による固定的な役割分担意識

の解消や、男女がともにワーク・ライフ・バランスの充実に向けて取り組むとともに、子育

て・家庭教育を担い、高齢者や障がい者などの生活を支える家族それぞれが、さまざまな人

権問題について正しく理解し、行動できるよう、教育や啓発活動の充実に努めます。 

また、各家庭が良好な信頼関係の中で子どもたちの思いやりの心を育めるよう、学校教育

と社会教育が連携･協働して、人権に関する学習機会や情報の提供に努めます。 

 

 
企業・事業者等における人権教育・啓発の推進 

企業・事業者等には地域社会を構成する企業市民として、人権を尊重する社会的責任（CSR
※1）を果たすことが求められています。性別、年齢、出生地、国籍などの違いや障がいの有無、

思想や信条、性的指向や性自認などの立場を十分に理解した対応や、セクシュアルハラスメン

ト※2やパワーハラスメント※3などの人権侵害の防止と解消に向けた積極的な取組が求められま

す。市では、公正採用の実施、適正な雇用管理、働きやすい職場環境の整備が図られるよう、

国・県と連携して法制度の周知や人権尊重の啓発に努めます。 

 

 
市職員への教育 

国の「人権教育･啓発に関する基本計画」において「人権にかかわりの深い特定の職業に従

事する者」に位置づけられる市職員一人ひとりが、基本的人権の尊重を深く理解し、率先して

取り組むべき立場としての自覚を持ち、人権に対するあらゆる差別や偏見から市民を守り、そ

の解消に努められるよう、人権に関する研修機会の充実を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※1  ＣＳＲ（シーエスアール）：Corporate Social Responsibility の略 

※2 セクシュアルハラスメント：性的嫌がらせ。相手の意に反した性的な発言や行動、身体への不必要な接触、性的関係の強要、

性的な噂の流布、性的な冗談やからかいなど。労働の場では、このような行為を拒否したことで解雇、降格、減給などの不

利益を受けたり、性的な言動が行われることで職場環境が悪化し、労働者の能力の発揮に大きな悪影響を生じさせる行為 

※3 パワーハラスメント：同じ職場で働く者に対して、職務上の地位や人間関係などの職場内の優位性を背景に、業務の適正な

範囲を超えて、精神的・身体的苦痛を与えたり職場環境を悪化させる行為  
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３ 評価指標の設定 

本計画の着実な推進のため、市民の意識の変化や取組の成果把握のための市民アンケート

調査を計画の見直し時にあわせて行い、得られる以下の値を評価の指標として設定します。 

目標値は「２ 評価指標の検証」を踏まえ、「指標 1」はより高い目標値を設定します。「指

標２」は令和２年（2020）年度の目標値を継承することとします。 

 

指  標 
基準値※ 

令和 6 年度 
（2024） 

目標値 
令和 11 年度 
（2029） 

指標 1：人権問題への関心度の向上 

28.6 ポイント 

（571.4 ポイント

/20 項目） 

30 ポイント 

（600 ポイント／ 

20 項目） 

市民アンケート調査で各人権問題に

ついて関心がある割合の値の合計を

項目数で除した値 

◆「人権問題には関心がない」を除く項目そ

れぞれにおける「関心がある」割合の値

（ポイント）の合計を項目数で除した値 
   

指標 2：市民の前向きな意向の醸成 

77.2％ 80％ 

市民アンケート調査で「今よりもさら

に人権が守られる」社会をつくるため

に、自ら考え、行動したいと思う割合 

◆「そう思う」「どちらかというとそう思

う」の合計値 
 

※ 基準値：令和 6（2024）年度に実施した市民アンケート調査（「2 評価指標の検証」による値を再掲） 
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第４章 各分野における計画の推進 

１ 女性の人権 

 
現状 

男女の平等は日本国憲法に明記され、法制の上でも男女平等の原則が確立されています。

しかし、社会のさまざまな場面で女性の参画が進んでいる一方で、「男は仕事、女は家庭」と

いうような男女の役割を固定的に捉える考え方が依然として残っており、家庭、職場、地域

などにおいて、一人ひとりの主体的な生き方を妨げています。また、配偶者やパートナーか

らの DV（ドメスティック・バイオレンス）※1や性犯罪などの人権侵害や、災害時において性

別の違いへの配慮がされないといった課題があります。 

▶国・県の動向 

国は昭和 60（1985）年の「女性差別撤廃条約」批准を経て、平成 11（1999）年に「男女

共同参画社会基本法」を施行し、男女共同参画社会の実現を 21 世紀の最重要課題と位置づけ

ました。平成 12（2000）年にはその実現に向けた「男女共同参画基本計画」を策定し、「DV

防止法」「次世代育成支援対策推進法」の制定や「育児・介護休業法」「男女雇用機会均等法」

の改正などを経て令和 2（2020）年に「第５次男女共同参画基本計画」を策定しました。さら

に、令和６年(2024 年)に「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」を施行し、困難

な問題を抱える女性一人ひとりのニーズに応じて、本人の立場に寄り添って、切れ目のない包

括的な支援を行うこととしています。 

県は平成 14（2002）年に「新潟県男女平等社会の形成の推進に関する条例」を制定し、

平成 18（2006）年に「新潟県男女共同参画計画（男女平等推進プラン）」を策定、平成 25

（2013）年に第２次計画、平成 29（2017）年に第３次計画、令和 4（2022）年に第 4 次

計画を策定しました。また、令和６（2024）年に「新潟県困難な問題を抱える女性支援及び

配偶者等暴力防止・被害者支援基本計画」を策定しました。 

▶南魚沼市の現状 

令和 3（2021）年に市民組織「南魚沼市男女共同参画推進市民会議」から移行した「南魚沼

市男女共同参画推進委員会」と、平成 18（2006）年に設立した市職員による「南魚沼市男女

共同参画庁内推進会議」の２つの会議を両輪に、市民と市職員に対する意識啓発などを中心と

した積極的な活動を続けてきました。令和 4（2022）年には法律※2 に基づく「女性活躍推進

計画」や「DV 防止基本計画」としても位置づけられる計画として「第 4 次南魚沼市男女共同

参画基本計画」を策定し、「あなたとわたし みんなでつくろう！ ずうっと住みたい南魚沼

市」を目標に男女共同参画のまちづくりを進めています。 

▶市民アンケート調査に見られる市民の意識 

「女性の人権が守られていないと感じること」について、「固定的な役割分担の押しつけ」

が約５割で前回調査に引き続き最も高く、性別による差が大きく、女性が男性よりも強く感

じている状況がうかがえます。次いで「職場における待遇が男性と違う」が３割以上と前回
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調査より高くなっており、市民それぞれの意識とそれに基づく行動と雇用や労働環境に要因

があると考えられます。 

「女性の人権が尊重されるために必要だと思うこと」については、「男女ともに仕事と家庭・

育児・介護などの両立ができる環境をつくる」が７割以上で特に高く、ワーク・ライフ・バラ

ンスの推進に向けた社会の仕組みの転換やそのための意識啓発が求められています。 

 

 
課題 

〇性別による固定的な役割分担意識や無意識の思い込みの解消を目指すとともに、男女が社

会の対等な構成員として、その個性と能力を十分に発揮し、自らの意思によって社会のあ

らゆる分野における活動に参画する機会を確保するため、家庭、学校、地域や市民による

活動団体、企業・事業者等への男女平等意識の啓発をさらに推進することが必要です。 

〇男女がともに仕事と家庭・育児・介護等を両立しやすい環境づくりを進め、ワーク・ライ

フ・バランスを、官民が一体となって、推進することが必要です。 

〇DV や性犯罪、ストーカー行為などのあらゆる暴力と、さまざまな場面でのセクシュアル

ハラスメントを防止するとともに、被害を受けた場合の保護や、自立を支援する体制づ

くりが必要です。 

〇地域活動や経済活動など、あらゆる場面における方針決定への女性の参画を促すことが

必要です。 

〇「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」に基づき、多様な支援を包括的に提

供する体制を整備するとともに、関係機関や民間団体との協働により、早期から切れ目

ない支援を行うことが必要です。 

 

 
推進のための考え方と方策 

◆男女共同参画社会に向けた意識づくりの推進 

学習機会の提供や教育の充実を図り、男女の平等や相互理解への意識づくりに取り組みま

す。 

◆男女が共に参画する環境づくりの推進 

男女がともに仕事と家庭・育児・介護などの両立ができる環境づくりを推進します。 

◆誰もが安心して健やかに暮らせる体制づくりの推進 

ＤＶやハラスメントの防止、災害対策への女性の参画、性の尊重と健康支援、生活上の

困難を抱える人への支援を関係機関と連携し取り組みます。 

 

※1 ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）：Domestic Violence の略。配偶者やパートナーなど親密な関係にある、またはあ

った人から振るわれる暴力。身体的な暴力だけでなく、怒鳴る・無視する・生活費をわたさないなどの精神的な暴力や、望

まない性行為を強要するなどの性的な暴力も含まれる 

※2「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（女性活躍推進法）第 6 条第 2 項、「配偶者からの暴力の防止及び被

害者の保護等に関する法律」（ＤＶ防止法）第 2 条の 3 第 3 項の規定  



第４章 各分野における計画の推進 

 

34 

２ 子どもの人権 

 
現状 

子どもたちを地域全体で見守り、育む社会づくりが進められている一方、子どもどうしで

のいじめや暴力、教職員等の指導者による体罰や不適切指導、家族による虐待や育児放棄、

子どもたちが性犯罪や性的搾取などの被害に遭う事件など、子どもたちの人権が侵害される

問題が起きています。さらに、経済的困難を抱える家庭における子どもの貧困、ニートやひ

きこもりなども問題となっています。 

▶国・県の動向 

国は、子どもの人権や自由を尊重し、子どもに対する保護と援助を進めることを目的とし

て平成元（1989）年に国連総会において採択された「児童の権利に関する条約（子どもの権

利条約）」を平成６（1994）年に批准しました。また、子どもたちのいじめの防止や早期発

見を図るため、平成 25（2013）年に「いじめ防止対策推進法」を施行し、国、県、市町村、

学校や教職員、保護者それぞれの責務を明示しています。さらに平成 28（2016）年及び令

和元（2019）年に「児童福祉法」を改正し、それまで「保護の客体」とされてきた子どもの

「権利の主体」としての明確化、親権者等による体罰の禁止の明文化など、子どもの権利や保

護の強化を図っています。令和５（2023）年４月には、子どもの権利利益の擁護等を任務と

するこども家庭庁が設置され、あわせて、子どもに関する施策の基本理念を定めるとともに、

社会全体で総合的かつ強力に推進していくための包括的な基本法として「こども基本法」を

施行しました。加えて、令和 6（2024）年 6 月には、「子ども・若者育成支援推進法」を改

正し、ヤングケアラー※1支援の強化に取り組んでいます。 

県は県立教育センターや教育事務所による教育相談、スクールカウンセラー等の配置、各

学校による校内指導体制の確立、いじめ防止のための学習プログラムや啓発運動に取り組ん

でいます。また、「いじめ防止対策推進法」の施行に伴い、いじめ防止等の体制整備を推進し

ています。 

▶南魚沼市の現状 

平成 25（2013）年の市立総合支援学校開校など、障がいの有無にかかわらず、すべての

子どもたちが安心して教育を受けられる環境づくりに努めています。また、平成 27（2015）

年に「南魚沼市いじめ問題対策連絡協議会等の設置に関する条例」を施行し、学校と地域の

関係機関・団体との連携強化を図るとともに、市全体で「いじめを許さない・見逃さない」体

制づくりに取り組んでいます。また、令和 4（2022）年に「第２次南魚沼市教育基本計画」

を策定し、『共に学び、共に創る「学びの郷 南魚沼」』を念頭に「南魚沼市らしい」教育を

推進しています。さらに、令和 7（2025）年に「第 3 期 南魚沼市子ども・子育て支援事業

計画」を策定し、「全ての子どもと家庭への支援」を基本理念とし、基本理念に基づくテーマ

として「生まれてくれてありがとう 育ててくれてありがとう のまちづくり」を掲げ、次

代の親になる子どもたちへの子育てを取り巻く支援のみならず、結婚・出産・子育てまで、

安全で安心して生活できる環境と、地域社会全体で子育て支援を支えあうネットワークづく

りを推進しています。 
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▶市⺠アンケート調査に見られる市⺠の意識 

「子どもの人権が守られていない」と感じることについて、「家族が面倒をみなかったり、

無視、虐待をする」「子どもどうしでの暴力、仲間はずし、無視などのいじめがある」「経済

的理由で十分な教育を受けられない」「いじめをしている子どもや、されている子どもを見

ても、見ないふりをする」が 3 割以上となっています。その中でも、「経済的理由で十分な

教育を受けられない」「いじめをしている子どもや、されている子どもを見ても、見ないふ

りをする」は、前回調査よりも約 5 ポイント高くなっています。 

「子どもの人権が尊重されるために必要だと思うこと」について、「他者への思いやりの心

を育む教育を推進する」「家族が良好な信頼関係を築く」の２項目が約４割で前回調査に引

き続き高くなっています。 

 

 

 
課題 

〇子どもや子育て中の家庭を地域全体で見守り、支える体制づくりが必要です。 

〇子どもの発達段階に応じて、思いやりの心を育む教育を体系的に推進することが必要です。 

〇大人が社会教育、企業活動など、日常生活のあらゆる場面で子どもの人権について理解

を深め、意識の向上が図られるよう促すことが必要です。 

〇学校、家庭、地域が連携して、虐待やいじめを未然に防ぐとともに、起きた場合には状況

を速やかに把握し、深刻化する前に対応することが必要です。 

〇乳幼児や義務教育期の児童・生徒から若者※2 まで、さまざまな年代のニーズに対応した

相談・支援体制の充実が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※1 ヤングケアラー：本来、大人が担うと想定されている家事や家族の世話などを日常的に行う子どものこと。ヤングケアラー

となっていることによって、子ども自身がやりたいことができない、学業や友人関係などに影響が出てしまうなど、子ども

の健全な成長を阻害していることが問題となっている 

※2 若者：法令上の定義はないが、こども大綱（令和 5（2023）年 閣議決定）では、「こども」を「乳幼児期」(義務教育年

齢に達するまで)、「学童期」(小学生年代)、「思春期」(中学生年代からおおむね 18 歳まで)、「青年期」(おおむね 18 歳

以降からおおむね 30 歳未満。施策によってはポスト青年期の者も対象とする。)と定義している。本計画では、施策によ

って異なる場合があるものの、若者は義務教育終了からおおむね 39 歳までを想定  
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推進のための考え方と方策 

◆「南魚沼市子ども・子育て支援事業計画」に基づく施策推進 

子どもたちや子育て世代が安心して暮らし続けることができるよう、地域全体で子育て

を支援する社会づくりを推進します。 

◆子どもの発達に応じた人権教育の推進 

保育園・幼稚園・認定こども園や小・中学校、家庭、地域の中で、人権問題に関する正し

い理解が促され、思いやりの心を育むことができるよう、子どもの発達段階に応じた体系

的・継続的な人権教育を推進します。また、教職員や保育士に対する研修等を行い、人権教

育についての理解と認識を深めるとともに、資質や指導力の向上を図ります。 

◆子どもの人権に関する啓発活動の推進 

子ども一人ひとりが、権利の主体者として人権尊重されるよう、すべての市民を対象と

した啓発活動を、さまざまな機会を通して推進します。 

◆いじめに対する取組の推進 

学校教育や社会教育等の機会を通じ、いじめの根絶を目指します。また、子ども一人ひ

とりに適切な対応が図られるよう、「南魚沼市いじめ問題対策連絡協議会」などの機能強

化を図るとともに、学校、家庭、地域や関係機関などの連携強化に努めます。 

◆子どもの人権侵害に対する適切な対応 

関係機関で組織する「南魚沼市要保護児童対策地域協議会」による支援体制をさらに強

化し、子どもへの人権侵害の未然防止と早期発見、虐待等により支援が必要な児童等への

適切な対応に努めます。 

◆切れ目のない支援の推進 

こども家庭サポートセンターを中心に、安心して子どもを生み育てられるよう妊娠期か

らの相談・支援を推進します。関係機関と連携し、支援を必要とする妊婦や乳幼児家庭、ヤ

ングケアラーとその世帯を早期に把握し、支援につなげます。 

また、義務教育期の子どもから 39 歳までの若者が自立した学校生活や社会生活を送れる

よう、子ども・若者相談支援センターや学校教育課、学校、家庭、関係機関などが連携・協

働しながら、不登校やニート、ひきこもりなどの課題を抱えた子ども若者一人ひとりに応じ

た切れ目のない相談対応・支援を推進します。 

◆子どもの貧困対策の推進 

「こどもの貧困対策計画」を包含する「南魚沼市子ども・子育て支援事業計画」に基づき、

子どもの将来がその生まれ育った環境によって左右されることのないよう、また、貧困が

世代を超えて連鎖することのないよう、経済的困難を抱える家庭の子どもの生活の安定や

教育機会の均等を図るために必要な取組を推進します。 
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３ 高齢者の人権 

 
現状 

人口の高齢化は世界的な規模で急速に進み、とりわけ、我が国の高齢化はますます進行し、

人口減少ともあいまって令和 19（2037）年には国民の３人に１人が 65 歳以上となると見込

まれています。高齢者が自らの豊かな経験と知識を生かし、いきいきと地域で暮らし続けら

れるよう、さまざまな方策が講じられていますが、医療・介護の場における虐待、家族によ

る虐待、財産権の侵害※1 など、高齢者の人権問題は依然として深刻な状況です。加えて、高

齢者のみの世帯や身寄りのない高齢者の増加、認知症の人の増加、深刻な担い手人材不足な

ど社会的環境も変化しており、課題は複雑化しています。 

▶国・県の動向 

国は、急激な高齢化に伴う認知症の人の増加や、国民の誰もが認知症になりうる状況から、

国民一人ひとりが認知症を自分ごととして理解し、自分自身やその家族が認知症であること

を周囲に伝え、自分らしい暮らしを続けていくためにはどうすべきかを考える時代が来てい

る、としています。また、高齢者が暮らしやすい社会をつくることは、他の世代の人にとっ

ても優しく暮らしやすい社会の実現につながるとして、令和６（2024）年に「共生社会の実

現を推進するための認知症基本法」を施行、これに基づき「認知症施策推進基本計画」を策

定し、認知症になっても希望を持って暮らし続けることができるという「新しい認知症観」

に立ち、認知症の人を含めたすべての国民がその個性と能力を十分に発揮し、相互に人格と

個性を尊重しつつ支えあいながら共生する活力ある社会の実現を推進しています。 

新潟県もこれに基づき、令和 7（2025）年 3 月に「新潟県老人福祉計画」「新潟県介護保

険事業支援計画」とともに「第９期新潟県高齢者保健福祉計画」として一体的に「新潟県認

知症施策推進計画」を策定しました。 

一方、急激な高齢化による人材不足は深刻な状況で、高齢者の見守りなど地域の重要な担

い手でもある民生委員・児童委員について「令和５年の地方からの提案等に対する対応方針

（令和５年 12 月 22 日閣議決定）」（地方分権提案）により、令和６年（2024）年に「民生

委員・児童委員の選任要件に関する検討会」が開催され「民生委員・児童委員の選任要件に

関する検討会における議論の整理」がまとめられています。 

また、頻発する自然災害時に多くの高齢者が被害にあっている状況を踏まえ、令和 3（2021）

年には、災害対策基本法が一部改正され、個別避難計画の作成が市町村の努力義務とされました。 

▶南魚沼市の現状 

南魚沼市の高齢化率（総人口に占める 65 歳以上人口の割合）は令和 7（2025）年に 35.7％

となっており、全国値 29.3％、県の 34.3％より高いものの、魚沼圏域平均値 39.6％より

低くなっています※2。また、令和７（2025）年 3 月末現在、南魚沼市の高齢者がいる世帯数

は総世帯数の過半数（60.1％）を占めています。 

人口構造と人々の暮らし方が大きく変化する中、世帯の少人数化と地域の人口規模の縮小

という量的な変化に加え、人や地域のつながりの希薄化という質的な変化が進んでおり、市

民一人ひとりを支える地域資源が大きく減少しています。高齢者が自分らしく暮らすために、

互いに支えあう意識の醸成と環境づくりのため、令和 4（2022）年に第 4 期となる「南魚沼

市地域福祉計画」、令和 6（2024）年に第９期となる「南魚沼市高齢者福祉計画・介護保険
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事業計画」を策定し、「心豊かに元気に暮らし、地域ぐるみで支えあうまち」づくりに向け、

高齢者の社会参加の促進により介護予防と自立支援につなげ、高齢になっても住み慣れた地

域で元気に暮らし続けられる地域の実現を目指しています。また、平成 21（2009）年に設

置した、学識経験者や医療・保健・福祉関係者、認知症家族会関係者等で構成される「南魚沼

市認知症等地域支援体制推進会議」を継続し、地域における認知症及び高齢者虐待の予防、

早期発見、ケア等を行う人材、拠点等の地域資源のネットワークづくりを推進しています。 

また、令和７（2025）年度には民生委員・児童委員の一斉改選が行われ、地域の重要な担い手

である民生委員・児童委員について南魚沼市民生委員推薦会において推薦を行っています。 

加えて、防災においては、令和７（2025）年度に「南魚沼市避難行動要支援者名簿の情報の提

供に関する条例施行規則」の一部改正を行い、避難行動要支援者の範囲の拡大を図るとともに、

個別避難計画の作成に向け地域支援者との協働を進め、「誰一人取り残さない」防災に向け動き

出しています。 

▶市民アンケート調査に見られる市民の意識 

「高齢者の人権が守られていないと感じること」について、「悪徳商法や特殊詐欺などの犯

罪被害が多い」が３割以上で、前回調査に引き続き最も高くなっています。また、「高齢者の

人権が尊重されるために必要だと思うこと」について、「高齢者自身やその家族のための相

談・支援体制を充実させる」「介護の制度やサービス、緊急時の体制を整える」の２項目が約

３割で前回調査に引き続き高くなっています。 

 
 

 
課題 

〇高齢者が住み慣れた自宅や地域で自立した生活を安心して維持できるよう、地域の見守

り活動を強化するため民生委員・児童委員の対応力向上を目指すとともに、市民生活に

身近な地域における支えあい活動の活性化や、住民どうしで地域を支えあう仕組みづく

りが必要です。 

〇高齢者の人権について理解を深め、高齢者が自分らしく暮らすために、高齢者について

の権利擁護や虐待防止を推進する体制づくりが必要です。 

〇高齢者の経験や知識を生かせる仕組みづくりが必要です。 

〇医療・介護サービスにおいて、質的向上だけでなく、高齢者の人権が尊重され、高齢者も

その家族も安心してサービスを受けられる体制づくりやそのための人材育成が必要です。 

〇認知症や障がいなどで判断能力が十分でない高齢者の財産や暮らしを守るため、成年後

見制度を必要とする高齢者が確実に利用できる体制づくりが必要です。 

〇災害時に自力で避難することが困難な高齢者が滞りなく避難できるよう、関係機関・団

体と地域が連携した支援体制づくりが必要です。 

〇必要な情報が確実に提供できるよう、高齢者それぞれの状況に応じた情報提供が必要です。 
 

 

 

※1 財産権の侵害：家族や第三者による財産の不正利用、悪質な訪問販売や悪徳商法など 

※2 資料：「高齢者の現況」（令和 6 年 10 月 1 日値 新潟県）  
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推進のための考え方と方策 

◆「南魚沼市高齢者福祉計画・介護保険事業計画」に基づく施策推進 

「心豊かに元気に暮らし、地域ぐるみで支えあうまち」を基本理念とする計画に基づき、

高齢になっても住み慣れた地域で元気に暮らし続けられるまちづくりを地域全体で推進し

ます。 

◆高齢者の人権に関する啓発活動の推進 

高齢者に対する差別や偏見、虐待、財産権の侵害などの人権課題について、すべての市

民を対象とする啓発活動を、さまざまな機会を通して推進します。 

◆権利擁護の推進 

認知症高齢者などの権利が守られるよう、成年後見制度の利用促進を図ります。また、

制度利用の需要増加に対応するため、専門的な相談支援体制を推進します。 

◆相談体制の充実 

高齢者やその家族が利用しやすい相談体制の充実を図ります。また、市職員等の相談へ

の対応力強化を図ります。 

◆高齢者の雇用・社会参加の促進 

高齢者の経験や知識、技能を生かす仕組みをつくるとともに、地域の高齢者団体の支援

と連携を図り、雇用と社会参加を促進します。 

◆高齢者の学習機会の充実 

年齢にかかわらず、生涯を通じて自らの思いのまま自由に学び、地域でいきいきと暮らし

続けられるよう、高齢者学級を中心に生涯学習の充実を図ります。 

◆高齢者福祉に関するサービスの提供と人材の育成 

高齢者とその家族が地域で安心して暮らし続けられるよう、持続可能で安定した介護サ

ービスを提供するため、介護人材の確保と職場への定着を支援するとともに、現場におけ

る人権教育を推進し人材の育成を図ります。 

◆高齢者等避難支援体制の充実 

災害時の避難に支援を必要とする高齢者等の名簿を作成し、地域と関係機関・団体が連

携して避難支援活動ができる体制づくりに取り組みます。 

  



第４章 各分野における計画の推進 

 

40 

４ 障がい者の人権 

 
現状 

障がいの有無や状況にかかわらず誰もが暮らしやすい社会づくりを目指し、さまざまな取

組が進められています。しかし、障がいを理由とする雇用の場での不利な状況、賃貸住宅へ

の入居拒否など、障がい者の自立と社会参加を妨げ、人権が侵害される問題が起きています。 

▶国・県の動向 

国は平成５（1993）年に「障害者対策に関する新長期計画」、平成７（1995）年に「障

害者プラン」を策定し、「障害のある人も地域の中で普通の暮らしができる社会に」という

ノーマライゼーションを基本理念の一つとする障がい者施策を進めています。さらに、平成

14（2002）年には「障害者基本計画」を策定し、障がいの有無にかかわらず、誰もが互いに

尊重し、支えあう共生社会の実現を目指しています。また、平成 17（2005）年に「発達障

害者支援法」を施行し、発達障がいの早期発見や、学校教育等の場における発達障がいのあ

る子どもの支援などを図っています。平成 24（2012）年には「障害者虐待防止法」を施行

し、障がい者に対する虐待の未然防止や早期発見などを図っています。平成 25（2013）年

には「障害者雇用促進法」の改正で、障がい者雇用の義務（法定雇用率※）を引き上げ、さら

なる雇用促進を図っています。また、平成 25（2013）年には「災害対策基本法」を改正し、

避難時に特に配慮を要する障がい者等の安全確保について定めています。さらに、平成 23

（2011）年には「障害者基本法」を改正、平成 28（2016）年には「障害者差別解消法」を

施行し、すべての国民が、障がいの有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個

性を尊重しあいながら共生する社会の実現に向けた取組を推進しています。さらに、令和 6

（2024）年には事業者による社会的障壁の除去の実施に係る必要かつ合理的な配慮の提供を

義務とする障害者差別解消法の改正法を施行しています。 

▶南魚沼市の現状 

南魚沼市における障がい者手帳所持者数は、令和 7（2025）年３月末現在 3,270 人となっ

ており、総人口の 6.29％を占めています。このような状況を背景に、令和 6（2024）年に第

4 期「南魚沼市障がい者計画」及び第 7 期「南魚沼市障がい福祉計画」、第 3 期「障がい児福

祉計画」をあわせて策定し、「障がい者の自立と皆でつくる共生社会」を基本理念として、障

がいのある人の自己選択と自己決定を尊重し、障がいのある人もない人も対等に、社会の一員

として責任を分かちあえる社会の実現を目指しています。また、学校教育においては、平成 25

（2013）年に市立総合支援学校を開校し、障がいの有無にかかわらず、すべての子どもたちが

安心して教育を受けられる環境づくりを地域と学校が連携しながら推進しています。 

▶市民アンケート調査に見られる市民の意識 

「障がい者の人権が守られていないと感じること」について、「障がい者が働く場所や能力を

発揮する機会が少なく、待遇が不利なことが多い」が約５割で、前回調査に引き続き最も高く

なっています。次いで、「地域や社会で、障がい者への理解が十分にされていない」が前回調

査に引き続き 3 割以上となっています。また、「障がい者の人権が尊重されるために必要だと

思うこと」について、「障がい者が働く機会を確保する」「障がい者自身やその家族のための

相談・支援体制を充実させる」の２項目が３割以上で前回調査に引き続き高くなっています。 
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課題 

〇障がい者が経済的に自立し、地域で安定した生活を維持できるよう、障がい者一人ひと

りの能力や適性に応じた就労支援と雇用促進が必要です。 

〇障がい者の人権について理解を深め、虐待、財産権の侵害等の人権侵害を未然に防止す

るとともに、被害を受けた場合の保護や、自立を支援する体制づくりが必要です。 

〇障がい者本人だけでなく、その家族のための相談・支援体制の充実が必要です。 

〇障がいの有無にかかわらず、ともに学び、互いを尊重する心を子どもたちが育めるよう、

保育施設や学校等での障がいのある子どもたちの受け入れ体制のさらなる充実や、学校教

育と連携した人権教育の推進が必要です。 

〇障がいの有無にかかわらず、さまざまな人どうしが支えあい、ともに地域社会を担う存在

として尊重しあえる地域づくりが重要であり、その基礎となる社会基盤整備が必要です。 

〇何らかの障がいなどで判断能力が十分でない障がい者の財産や暮らしを守るため、成年

後見制度を必要とする障がい者が確実に利用できる体制づくりが必要です。 

〇災害時に自力で避難することが困難な障がい者が滞りなく避難できるよう、関係機関・

団体や地域の連携が重要であり、そのための支援体制づくりが必要です。 
 

ハローワーク南魚沼管内（南魚沼市・魚沼市・湯沢町）及び南魚沼市役所の障がい者雇用の状況 

  

 

※ 法定雇用率：障害者雇用促進法では、事業主に対し、常時雇用する従業員の一定割合以上の障がい者を雇うことを義務付け

ている（令和 6（2024）年 4 月から令和 8（2026）年 6 月までは、従業員 40 人以上の民間企業 2.5％、国・地方公共団

体 2.8％。令和 8（2026）年 7 月以降は、従業員 37.5 人以上の民間企業 2.7％、国・地方公共団体 3.0％。） 
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推進のための考え方と方策 

◆「南魚沼市障がい者計画」に基づく施策推進 

「障がい者の自立と皆でつくる共生社会」を基本理念とする計画に基づき、障がいの有無

にかかわらず、ともに生きる社会づくりに取り組みます。 

◆障がい者の就労支援 

障がい者それぞれの希望や能力、適性に応じた就労の実現や定着ができるよう、市立総

合支援学校などによる児童生徒の就労体験や職業訓練の充実、通所作業所の支援やハロー

ワークとの連携、市内民間企業等への働きかけなどに取り組みます。 

◆障がい者の人権に関する啓発活動の推進 

障がい者に対する差別や偏見、虐待、財産権の侵害などの人権侵害について、すべての

市民を対象とする啓発活動を、さまざまな機会を通して推進します。 

◆権利擁護の推進 

知的障がい者、精神障がい者などの権利が守られるよう、成年後見制度の利用促進を図

ります。また、制度利用の需要増加に対応するため、専門的な相談支援体制を推進します。 

◆相談体制の充実 

障がい者やその家族が利用しやすい相談体制の充実を図ります。また、市職員等の相談

への対応力強化を図ります。 

◆ともに学び、互いを尊重しあえる学校教育の推進 

障がいのある子どもたちの教育環境の充実を図ります。また、障がいの有無にかかわら

ず、ともに学ぶ喜びをすべての子どもたちが享受できる学校教育を推進します。 

◆障がいの有無にかかわらず暮らしやすい社会基盤の整備推進 

障がいの有無にかかわらず、すべての市民が等しく社会にかかわり、ともに地域で暮ら

し続けられるよう、啓発と社会基盤の整備を推進します。 

◆障がい福祉に関するサービスの充実 

「南魚沼市障がい福祉計画」に基づく施策を推進し、障がい者が地域で安心して暮らし続

けられるよう、障がい者福祉サービスの充実を図ります。 

◆障がい福祉の現場での人権教育の推進・人材の育成 

障がい福祉の現場などにおける職員の人権教育と人材の育成を図ります。 

◆避難支援体制の充実 

災害時の避難に支援を必要とする障がい者の名簿を作成し、地域と関係機関・団体が連

携して避難支援活動ができる体制づくりに取り組みます。 
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５ 外国籍等の人々の人権 

 
現状 

日本の在留外国人数は、令和 6（2024）年 6 月末現在 358 万人以上、令和 6（2024）

年に入国した外国人数は約 3,678 万人となっており、どちらも増加傾向にあります※1。日本

で暮らす外国籍等の人々の数は増加し、国際交流の場や、住民としてともに地域づくりに携

わる機会が増えると考えられます。しかし、言語や宗教、生活習慣の違いや、誤った認識に

よって外国籍等の人々※2の人権が侵害される問題が起きています。 

▶国・県の動向 

民族や国籍等の違いを理由とする差別的な言動の解消を図るため、平成 28（2016）年に

「ヘイトスピーチ解消法」が施行されました。また、平成 31（2019）年には出入国管理法を

改正し、一定の専門性・技能を有し即戦力となる外国人を受け入れるための新たな在留資格

「特定技能」が創設されました。あわせて、「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」

や、「外国人との共生社会の実現に向けたロードマップ」を策定し、新たな外国人人材受け

入れに伴う生活者としての外国人支援が図られています。 

このほか、外国籍等の人々への差別や偏見の解消を目指した啓発活動を行うとともに、全

国の法務局などにおける「外国人のための人権相談所」、電話やインターネットで人権相談

ができる「外国語人権相談ダイヤル」「外国語インターネット人権相談受付窓口」などを開

設し、外国籍等の人々からの人権相談に対応しています。 

▶南魚沼市の現状 

令和７（2025）年 3 月末現在、南魚沼市に居住する外国人数は 1,392 人で、総人口に占

める割合は 2.68％となっており、県内すべての市町村の中で 3 番目に高い値となっていま

す。これは国際大学の立地によるもので、そのほか技能実習生などさまざまな国や地域にル

ーツを持つ人が暮らしており、今後も増加していくことが予想されます。日本人と外国籍住

民がともに安心して暮らすためには、異なる文化に関心を持つとともに、コミュニケーショ

ンに努め、相互理解を深めることが重要です。 

▶市民アンケート調査に見られる市民の意識 

「外国籍等の人々の人権が守られていないと感じること」について、「特に問題だと思うこ

とはない」が約 3 割と最も高くなっています。次いで、「外国語の表示など、外国籍等の人々

の暮らしやすいまちづくりが進んでいない」「地域や社会で、外国籍等の人々への理解が十

分にされていない」「外国籍等の人々が働く場所や能力を発揮する機会が少ない」が 2 割以

上となっています。また、「外国籍等の人々の人権が尊重されるために必要だと思うこと」

については、「外国籍等の人々のための相談・支援体制を充実させる」が約 3 割となってお

り、前回調査に引き続き最も高くなっています。また、「日本語を習得する機会を充実させ

る」「交通、住居、公的施設などでの外国語表記等、外国籍の人々が暮らしやすいまちづくり

を推進する」が 2 割以上となっています。 

 

 

※1 資料：「在留外交人統計」「出入国管理統計」（出入国在留管理庁） 

※2 外国籍等の人々：外国籍（日本以外の国籍）の人々だけでなく、日本国籍であっても、両親のいずれかが外国籍である子や

海外からの帰国者、日本国籍取得者など、外国につながりがある多様な文化的背景を持つ人々  
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課題 

〇互いの文化や生活習慣の違いを理解し、ともに尊重しあう関係を築くために、問題の認

知と、正しい理解を促すことが重要です。 

〇外国籍等の人々が地域の社会や経済を担う構成員として安心して暮らすための環境整備

が必要です。 

〇外国籍等の人々の相談及び支援体制の充実が必要です。 

〇国際交流などに携わる関係機関・団体との連携を強化することが必要です。 

 

 

 
推進のための考え方と方策 

◆外国籍等の人々の人権に関する啓発活動の推進 

互いの文化や生活習慣の違いを理解し、尊重しあえる多文化共生社会の実現に向けた教

育や啓発を推進し、相互交流の機会と情報の提供を図ります。 

◆支援体制の充実 

外国籍等の人々が安心して暮らせるよう、外国語での相談対応や情報提供などの支援体

制の充実を図ります。 

◆国際交流団体や国際大学との連携 

市民主体の国際交流団体、国際大学などとの連携により、市民の国際感覚やコミュニケ

ーション能力の向上を図るとともに、多文化の理解促進や国際社会に開かれたまちづくり

を推進します。 
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６ 同和問題 

 
現状 

同和問題（部落差別）は、日本社会の歴史的な過程で形作られた、日本固有の人権問題で

す。一部の人々が、根拠のない言い伝えや偏見などによって長い間、社会、経済、文化的に不

自由な状態におかれることを強いられ、雇用の場や結婚、日常生活などさまざまな場面や機

会において人権侵害を受けてきました。現在でも、このような差別や偏見が根強くあり、大

きな人権問題となっています。 

▶国・県の動向 

国は、この問題の解決に向け、昭和 40（1965）年に出された同和対策審議会答申を受け、

昭和 44（1969）年に「同和対策事業特別措置法」を制定し、対象地域の住民の社会的、経

済的地位の向上と、差別意識の解消に向けた教育と啓発を推進してきました。しかし、結婚

や就職などにおける差別や、インターネット上での匿名性や拡散性を悪用した差別を助長す

る書き込みなどが後を絶たないことを踏まえ、平成 28（2016）年に「部落差別解消推進法」

を施行しました。この法律は、現在もなお部落差別が存在するとした上で、部落差別のない

社会の実現を目指して、国や地方公共団体が施策を講じるよう努めることを規定しています。

また、令和５（2023）年に「全国部落調査」の復刻版出版をめぐる裁判で、東京高等裁判所

は「人は誰しも、不当な差別を受けることなく、人間としての尊厳を保ちつつ平穏な生活を

送ることができる人格的な利益を有するのであって、これは法的に保護された利益であると

いうべきである」と言及し、いわゆる「差別されない権利」を認めました。 

県は、令和２（2020）年の「新潟県人権教育・啓発推進基本指針」の改定にあわせて、「本

県においては、これまでも、国の制度を活用しつつ、同和対策審議会の認識を踏まえ、実態

に即し県単独事業を創設して特別対策事業を実施してきたところであり、県内自治体を被告

とした行政訴訟において、同和地区指定がされていないとの形式的理由により事業を実施し

ないことは明らかに相当でないとの判決（新潟地裁昭和 63 年 1 月 26 日）を踏まえ、指定地

区以外でも実態に即して、特別対策事業を実施してきた。特別対策の終了後は啓発活動を中

心に同和問題の解決に取り組んできたが、生活環境、産業、就労、教育面での残された課題

や教育現場等における差別事象の発生など、未だ同和問題が解消したとは言えない現状にあ

り、引き続き問題解決に向けた積極的な取組が必要である。」と明記し、教育現場における

差別的な発言等の問題発生に応じた関係する行政機関・教育委員会や関係団体等による実態

把握と原因究明や再発防止、市町村や関係団体等との連絡を密にした相談体制の充実など、

同和問題の解決や、差別と偏見をなくすための教育と啓発に取り組んでいます。 
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▶南魚沼市の現状 

市職員の人権に関する理解と認識を深め、人権の尊重と擁護を基本とした職務を遂行する

ため、学習会等を通して市職員の同和教育を推進しています。 

学校教育においても、児童や生徒への教育だけでなく、教職員の理解と認識を深め、実践

への意欲や指導力の向上が図れるよう、研修の充実に努めています。社会教育においては、

同和問題に関する講演会や研修会などを開催し、市民の意識啓発に努めています。また、関

係機関・団体と連携し、市民への同和問題に関する正しい情報の提供、人権侵害の未然防止、

問題が発生した場合の適切な対応と再発防止に努めています。 

▶市民アンケート調査に見られる市民の意識 

同和問題や同和地区の認知度は低くないものの、はじめて知った時期やきっかけなど、年

代によって違いが見られます。また、自分や子どもの結婚しようとする相手が同和地区出身

だと知った場合に「結婚する・子どもの意志を尊重する」と考える人が約 7 割となっていま

す。同和問題・地区についてどのように考えるかについては「社会全体で取り組んで解決す

べきで、自分も努力すべきだ」と考える人が約４割で最も高くなっています。しかし、プラ

イバシーの侵害や、結婚差別、就職差別などの重大な人権侵害につながるおそれがある身元

調査については「よくないことだと思うが、ある程度は仕方がないことだと思う」と考える

人が 4 割以上で最も高くなっています。 

同和問題について「寝た子を起こすな」※という考え方をする人がいます。市民アンケート

調査でも「そっとしておけば自然になくなるだろう」と考える人が約５％とわずかですが存

在します。このようなことについて先述の同和対策審議会答申では、「同和問題はこのまま

放置しておけば社会進化にともない、いつとはなく解消すると主張することに同意できない」

と明記しています。 
 

 

 
課題 

〇同和問題は依然として人権課題の重要な一類型となっており、引き続き、粘り強く、適

切に対応していく必要があります。 

〇根拠のない差別や偏見による誤った理解と無関心、身元調査などの人権侵害につながる

行動が同和問題の解決を妨げる大きな要因となることを認識し、正しい理解と、解決の

ための行動を促すことが必要です。 

〇「社会全体で取り組んで解決すべきで、自分も努力すべきだ」という市民の意向を具体

的行動につなげる仕組みづくりが必要です。 

〇学校教育における取組を継続し、正しく理解し、自ら行動できる子どもたちを育てるこ

とが必要です。 

〇社会教育において、特に大人が、同和問題への正しい理解を深め、すべての年代が認識

を共有して、ともに解決に取り組める地域をつくることが必要です。 

 
※「寝た子を起こすな」：「同和問題はそっとしておけば自然に解決するのだから、何も知らない人にわざわざ知らせる（学習

させる）必要などない」とする考え方の比喩として使われる表現  
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推進のための考え方と方策 

◆同和問題の解決に向けたすべての市民への教育・啓発の推進 

同和問題が根拠のない差別や偏見によるものであることを、子どもから大人まですべて

の市民が正しく理解し、自分の問題として解決に向けた実践に取り組めるよう、教育・啓

発機会の充実と、情報提供の推進を図ります。 

◆市職員・教職員をはじめとする関係機関の職員の資質向上の推進 

市職員・教職員をはじめとする関係機関の職員を対象に、同和問題をはじめとする人権

研修の実施と積極的な参加を促し、正しい知識の習得と資質向上を図ります。 

◆差別被害を防止するための取組の推進 

身元調査などを目的とした戸籍等の不正取得による個人情報の悪用やプライバシーの侵

害を防ぐため、「本人通知制度」の周知に努めます。また、差別的な発言等の問題が発生し

た場合は迅速に対応し、関係機関と連携しながら再発防止に取り組みます。 

◆相談体制の充実と周知の推進 

人権侵害について安心して相談できる体制の充実と、その周知を推進します。 
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７ インターネットを介した人権侵害 

 
現状 

インターネットの普及により、わたしたちの生活は多くの場面でたいへん便利になりまし

た。しかしその一方で、SNS などの匿名性や情報の受発信の容易さから、個人への中傷や名

誉の棄損、プライバシーの侵害や差別を助長する言動など、「顔の見えない相手」からの人

権侵害が深刻化しています。また、インターネット上に公開された情報は完全に削除するこ

とが困難であるため、人権侵害が将来にわたって続くことが危惧されており、個人による情

報モラルの向上が求められています。加えて、インターネット上の人権侵害は、各人権課題

のいずれにも密接かつ横断的に関連する問題でもあり、この問題を解消することは、各人権

課題を解消する上でも不可欠です。 

▶国・県の動向 

国は、インターネットを介した人権侵害を防ぐための啓発活動や、人権侵害が起きた場合

の対応、インターネットなどを介した子どもたちのいじめ等があった場合の対応を進めてい

ます。平成 21（2009）年に「青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の

整備等に関する法律」を施行し、未成年者が携帯電話等を使用する場合にフィルタリングサ

ービスを提供することを携帯電話事業者に義務付けました。令和 2（2020）年にはインター

ネット上の誹謗中傷への総合的な対策として、「インターネット上の誹謗中傷への対応に関

する政策パッケージ」を策定し、利用者に対する情報モラル及び ICT リテラシーの向上のた

めの啓発活動や発信者情報開示に関する取組等を推進するとともに、令和４（2022）年には

侮辱罪の法定刑の引き上げ、令和７（2025）年には従来の「プロバイダ責任制限法」を改正

した「情報流通プラットフォーム対処法」を施行し、大規模プラットフォーム事業者に対す

る対応の迅速化や運用状況の透明化を義務付けました。また、青少年のインターネット利用

環境の変化やそれに伴う新たな課題を踏まえ、令和 6（2024）年には「青少年が安全に安心

してインターネットを利用できるようにするための施策に関する基本的な計画」を策定し、

青少年のインターネットの適切な利用に関する教育及び啓発を含めた取組を推進しています。 

▶南魚沼市の現状 

南魚沼市では、学校教育において、児童や生徒に対して有害情報の遮断やメールの使い方

などの情報モラル教育を行うとともに、保護者に対しても啓発活動を行っています。社会教

育においては、公民館などを中心として、インターネットの利用方法や情報モラルなどにつ

いて各種講演会や研修会などを開催しています。また、南魚沼市ではインターネットを通じ

て得た情報の扱いと管理について「南魚沼市情報セキュリティポリシー」及び「南魚沼市教

育用情報ネットワークシステムに関するガイドライン」に基づく厳格な対応を行っています。 

▶市民アンケート調査に見られる市民の意識 

「インターネットを介した人権侵害について特に問題だと思うこと」について、「書き込み

がとく名で行われることが多いため、書き込み者の倫理観（モラル）が低下しやすい」「他人

の名誉を傷つける表現が掲載される」の２項目が 5 割以上となっています。また、「SNS に

よる交流が犯罪を誘発する場となっている」「書き込み者がとく名であることが多く、被害
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者が救済されにくい」も４割以上と高くなっています。その中で、「書き込み者がとく名で

あることが多く、被害者が救済されにくい」は前回調査よりも約 8 ポイント高くなっていま

す。 

「インターネットを介した人権侵害を防ぐために必要なこと」について、「プロバイダ（イン

ターネット接続業者）などが、不適切な情報発信者に対する監視や取締りを強化する」が約６割

と最も高くなっています。次いで、「国が、情報の提供停止や削除などに関する法的規制を強化

する」が５割以上、「学校教育や生涯学習において、個人の責任や情報モラルについての教育の

充実を図る」が４割以上となっています。 

 

 

 
課題 

〇不特定多数の利用者に向けた情報発信やコミュニケーションが活発になった一方で、人

権侵害の発生や被害が拡散されやすくなっています。 

〇知らないうちに加害者にならないよう、「責任ある情報発信」という観点からの使い方

のルールやマナーに関する教育・啓発が必要です。 

〇学校教育において、子どもたちへの情報モラル教育を継続するとともに、子どもたちに

とって有害な情報を遮断する体制づくりが必要です。 

〇インターネット上の人権侵害に対処するための相談窓口の周知が必要です。 

 

 

 
推進のための考え方と方策 

◆人権意識を持ったインターネット利用の推進 

インターネットを利用する際のモラルやマナー、個人の名誉やプライバシーを守ること

の重要性について正しく理解し、人権意識を持ってインターネットを利用することができ

るよう、啓発を推進します。 

◆学校や家庭での情報モラル教育の推進 

子どもたちの情報モラル教育を学校教育の中で行います。また、インターネットの便利

さに潜む危険性について正しく理解し安全に利用できるよう、家庭内でのルールづくりな

どの重要性について、PTA 等と連携しながら啓発を行います。 

◆インターネット上での人権侵害行為への対応 

差別を助長する悪質な書き込みを早期に発見するためのモニタリングを行い、発見した

場合は法務局などの関係機関と連携し、削除要請などの対応に努めます。また、インター

ネット上の人権侵害に対処するための相談窓口などの情報提供に努めます。 
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８ 性的指向・性自認を理由とする人権侵害 

 
現状 

性的指向は、性的意識や恋愛感情がどのような対象に向かうのかを示す概念であり、具体

的には、異性愛、同性愛、両性愛を指します。性自認（ジェンダーアイデンティティ）は、生

物学的な性（からだの性）にかかわらず、一人ひとりがこころの中で認識している性（ここ

ろの性）のことを指します。このうち同性愛者、両性愛者や、からだの性とこころの性の一

致に違和感を持つ人（性同一性障害）などが、これを理由にした差別や偏見、学校や職場な

どで不当な扱いを受けるなどの人権問題が生じています。また、先天的に身体上の性別が不

明瞭であること（インターセックス）などを理由とする差別や偏見も問題となっています。 

▶国・県の動向 

国は、平成 16（2004）年に「性同一性障害者の性別の取扱いの特例に関する法律」を施行

し、性同一性障がい者であって、一定の条件を満たす場合には、戸籍上の性別変更ができるよ

うになりました。また、令和元（2019）年に世界保健機構（WHO）が作成する「国際疾病分

類」が改定され、性同一性障害は精神障害の分類から除外されました。また、令和３（2021）

年には、厚生労働省は性別欄を任意記載とした新たな履歴書の様式例を公表しました※。さら

に、令和 5（2023）年には、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に寛容な社会

の実現に資することを目的として、「性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関

する国民の理解の増進に関する法律」（以下「理解増進法」という。）を施行しました。 

県は、性のあり方にかかわらず誰もが活躍できる社会を実現するため、令和 5（2023）年に

「性の多様性等に係る県民意識調査」を実施し、性の多様性等に関する県民の意識や理解の状況

の把握を行い、令和 6（2024）年には「新潟県パートナーシップ制度」を開始しました。 

▶南魚沼市の現状 

南魚沼市では、令和元（2019）年に各種申請書類等の性別欄の見直しを実施し、令和２

（2020）年より、業務上性別の情報が必要となる場合を除き、申請書・届出書、市民あての

通知書類等の性別欄の廃止や性別記入を任意としました。また、「新潟県パートナーシップ

制度」に協力し、当事者の方が県の証明書を提示することで、現行の法令や例規の範囲内で

市の行政サービスを提供しています。 

加えて、市内中学校では制服について、性の多様性を否定するような校則を設けず、生徒

は性別にかかわらず、スカート、スラックスのいずれの制服も選択できます。 

▶市民アンケート調査に見られる市民の意識 

「性的マイノリティ（LGBTQ 等）の人権が守られていないと感じること」について、「地

域や社会で、性的マイノリティへの理解が十分にされていない」が４割以上で最も高くなっ

ています。次いで、「本人に断りなく、性的マイノリティであることを誰かに話したり、公表

したりする」が約 3 割となっています。 

「性的マイノリティの人権が守られるために必要だと思うこと」については、「性的マイノ

リティの人権について学校・社会教育や啓発・広報を推進する」「性的マイノリティの意見

や行動を尊重する家庭・地域・社会づくりを推進する」が 3 割以上となっています。また、

「性的マイノリティの相談・支援体制を充実させる」が約３割となっています。 
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課題 

〇すべての市民が相互に人格と個性を尊重しあいながら共生する社会の実現を目指して、

一人ひとりの人権意識を高め、性的マイノリティの人々への理解を深めるための教育・

啓発・広報活動が求められています。 

〇性的指向や性自認を理由とする差別や偏見を解消するための教育・啓発とともに、日常

生活におけるさまざまな問題に対する相談体制の充実が必要です。 

〇家庭、学校、地域、職場、医療、公共サービスや社会基盤の整備、社会保障など、さまざ

まな場面において、性的指向や性自認を理由とする差別や偏見、暮らしにくさを解消す

るための適切な対応が必要です。 

 

 
推進のための考え方と方策 

◆性的指向・性自認を理由とする人権侵害に関する啓発活動の推進 

性的指向や性自認を理由とした差別や偏見などの人権課題について、すべての市民や企

業を対象とする啓発活動を、さまざまな機会を通して推進します。 

◆相談対応の充実 

国や県などと連携して、相談体制の充実を図るとともに相談窓口等の周知を図ります。ま

た、学校においても、正しい理解と行動ができる子どもたちを育てる学校教育を推進します。 

◆学校での体制づくりの推進 

校内において誰もが利用できる多目的トイレの整備や更衣室における配慮などの体制づ

くりを推進します。 

◆教職員の資質や指導力の向上 

人権教育に関する研修の実施、関連研修会等への参加促進によって、教職員の正しい知識

の習得と資質・指導力の向上を促すとともに、児童生徒の心情に配慮した支援を推進します。 

◆行政による取組の推進 

「新潟県パートナーシップ制度」が導入されたことに伴い、県の制度にあわせて普及啓発

に取り組むとともに、性的指向や性自認を理由とした人権侵害に関する行政課題の把握に

努め、その解決に向けた取組を推進します。また、公共サービスの提供や社会基盤の整備、

社会保障などにおいて、性的指向や性自認などの状況にかかわらず、誰もが暮らしやすい

まちづくりに努めます。 

◆市職員の資質向上 

市職員に対する人権教育に関する研修の実施、関連研修会等への積極的な参加による正

しい知識の習得に努めます。 

 

※ 令和 7（2025）年 2 月には、高等学校卒業者用応募書類「全国高等学校統一用紙」において、性別欄が削除されるなどの改

訂があった  
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９ 感染症患者等の人権 

 
現状 

不正確な情報や思い込みによる過度な危機意識の結果、感染症の患者や元患者などへの差別

や偏見が生じており、その深刻化が危惧されています。近年は、SNS 等の普及もあり、感染症

に関する不正確な情報が発信された場合には瞬く間に拡散され、感染症の患者等に対する偏見・

差別等を助長することにもつながりかねません。令和２(2020)年から世界的に感染が拡大した

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）では、感染者・元感染者とその家族や職場、感染症

対応に従事する医療や介護の関係者等への差別的行為や労働環境の確保が社会問題となりまし

た。感染予防とともに、感染症を取り巻く人権問題への対応が一人ひとりに求められています。 

▶国・県の動向 

国は、平成 11（1999）年に「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」、

平成 21（2009）年に「ハンセン病問題の解決の促進に関する法律」を施行するなど、感染

症にかかった患者や元患者、その家族等に対する差別や偏見の解消を目指した啓発活動を行

っています。ハンセン病※1 をめぐってはさらに、家族への差別被害を生じさせた国の責任を

認める判決が令和元（2019）年に出されました。これを受け、国は内閣総理大臣談話を閣議

決定し、「関係省庁が連携・協力し、患者・元患者やその家族がおかれていた境遇を踏まえた

人権啓発、人権教育などの普及啓発活動の強化」に取り組むことを表明しました。加えて、

令和３(2021)年に「新型インフルエンザ等対策特別措置法等の一部を改正する法律」を改正

し、感染者やその家族、医療従事者等の人権が尊重され、差別的な取扱いを受けることのな

いよう、偏見や差別を防止するための規定を設けました。 

▶南魚沼市の現状 

南魚沼市では、関係機関・団体と連携し、学校教育や社会教育などを通じ、エイズ（HIV、

後天性免疫不全症候群）※2 やハンセン病などに対する正しい知識の普及と差別や偏見をなく

すため、生命の尊厳や人権尊重を基盤とした教育の推進や啓発に取り組んできました。 

▶市民アンケート調査に見られる市民の意識 

「関心がある人権問題」について、「HIV 感染者、ハンセン病患者、新型コロナウイルス等

感染症患者の人権」は約２割と低いものの、前回調査よりも約 6 ポイント高くなっています。

この変化は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響があると考えられます。 

「感染症患者やその家族、または医療従事者などの人権が守られていないと感じること」に

ついて、「感染症についての正しい理解がなされていないこと」が約 6 割と最も高くなって

います。次いで、「マスメディアや SNS で、興味本位であったり、不確実であったり、予断

と偏見に満ちた情報が拡散されること」が約 4 割となっています。 

「感染症患者やその家族、または医療従事者などの人権が尊重されるために必要だと思うこ

と」について、「市民一人一人が感染症に関する正しい知識を身につける」が 5 割以上と最

も高くなっています。次いで、「正しい知識を義務教育の中でも身に付けさせる」「患者等の

プライバシー保護を徹底する」が約 4 割となっています。ほかにも、「行政や医療機関等が

連携し、マスメディアや SNS で、不確かな情報が流れないように規制する」「患者等への偏

見や差別をなくすため、これまでの感染症に学び、広報・啓発活動を推進する」が約 3 割と

なっています。 
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課題 

〇感染症に対する無関心や誤った認識が差別や偏見を助長することを踏まえ、正しい理解

を促すことが必要です。 

〇感染症患者等の安全で安心な生活を支援するとともに、国や県をはじめとする関係機関・

団体と連携して、感染症患者等の相談に的確に対応することが必要です。 

〇感染症に対応する医療や介護等の従事者やその家族など、関係者に対する人権侵害への

的確な対応と、適切な労働環境の整備・確保が必要です。 

〇感染症に関する適切な情報提供とその周知が必要です。 

 
 

 
推進のための考え方と方策 

◆感染症に関する正しい知識を深めるための啓発推進 

感染症について、医学的な正しい知識を深められるよう、国・県等との連携により、情報

提供と啓発を推進します。また、学校教育において、児童や生徒の発達段階に応じた教育

を行い、正しい知識の普及を図ります。 

◆相談対応・生活支援の推進 

感染症患者・元患者やその家族等が安心して地域で暮らし続けられるよう、利用しやす

い相談体制の充実と、生活支援を推進します。 

◆感染症に対応する従事者の人権に関する啓発活動の推進 

感染症に対応する医療や介護等の従事者やその家族などの人権に関する啓発活動を推進し

ます。また、適切な労働環境の整備・確保を支援するとともに、正確な情報の提供に努めます。 

◆医療機関等との連携 

魚沼基幹病院や市立病院をはじめとし、市外も含めた医療機関や保健所など、関係機関・

団体との連携を強化し、人権に配慮した医療体制の整備を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 ハンセン病：らい菌という細菌による感染症で、感染し発病することは稀。日本において感染源になる人はほとんどいない。

遺伝はしない。また、万一発病しても、現在では治療方法が確立しており、適切な治療によって治癒が可能 

※2 エイズ（後天性免疫不全症候群）：ＨＩＶ（ヒト免疫不全ウイルス Human Immunodeficiency Virus）に感染することによ

っておこる病気。ＨＩＶ感染後、自覚症状のない時期が数年続き、さらに進行すると、免疫力が低下し、さまざまな病気

などを発症しやすくなる。代表的な 23 の疾患を発症した時点でエイズ発症と診断される。現在は治療薬があり、エイズ

発症の予防が可能。なお、ＨＩＶは感染力が弱く、性的接触に留意すれば、日常生活で感染する可能性はほとんどない 
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10 犯罪被害者やその家族の人権 

 
現状 

犯罪被害者やその家族は、犯罪そのものによる直接的な被害を受けるだけでなく、その後

遺症による精神的、肉体的、経済的等のさまざまな面で苦しめられることが少なくありませ

ん。また、マスコミによる過剰な取材や SNS 等による中傷、いわれのないうわさの拡散な

ど、名誉の棄損やプライバシーの侵害などを受けることがあり、二次的な被害が問題となっ

ています。 

▶国・県の動向 

国は、平成 16（2004）年に「犯罪被害者等基本法」を制定し、犯罪被害者等※の権利利益

の保護が図られる社会を実現させるための施策を推進しています。また、同法に基づき、平

成 17（2005）年に「犯罪被害者等基本計画」を策定しました。この計画は令和 8（2026）

年策定の計画期間を５か年とする「第 5 次犯罪被害者等基本計画」に引き継がれています。 

▶南魚沼市の現状 

南魚沼市では、平成 20（2008）年に「南魚沼市犯罪のない安全で安心なまちづくり条例」

を制定し、市民が安全で安心な生活を送ることができる地域社会の実現を図っています。ま

た、令和６(2024)年に「南魚沼市犯罪被害者等支援条例」を制定し、相談体制の整備や経済

的支援など、犯罪被害者等を支援するための施策を推進しています。 

▶市民アンケート調査に見られる市民の意識 

「関心がある人権問題」について、「犯罪被害者やその家族の人権」は約 4 割で 6 番目に

高くなっています。前回調査に引き続き、犯罪被害者やその家族の人権問題について、市民

の関心が高いことがうかがえます。 
 

 

 
課題 

〇無関心や誤った認識が差別や偏見等を助長することを踏まえ、正しい理解を促すことが

必要です。 

〇個人の名誉やプライバシーを侵害するような二次的被害について理解するための教育・

啓発をさらに推進し、犯罪被害者やその家族の権利と利益を保護することが必要です。 

〇特に、子どもが犯罪被害者やその家族である場合、直接的な被害からの回復と二次的被

害の防止のために、子どもやその家族を地域全体で守り、支える体制づくりが必要です。 

〇犯罪被害者やその家族と接する機会の多い検察・警察職員や保護観察官、市職員、支援

団体職員等が適切な対応をとれるよう、教育訓練を十分に行うことが必要です。 

 

 

※ 犯罪被害者等：「犯罪被害者等基本法」では、「犯罪等により害を被った者及びその家族又は遺族」と定義 
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推進のための考え方と方策 

◆犯罪被害者やその家族の人権に関する啓発活動の推進 

犯罪被害者やその家族が受けている直接的・間接的被害に対する現状や支援の必要性を

認識し、人権に配慮できるよう啓発を推進します。 

◆相談・支援体制の充実 

犯罪被害者やその家族の人権侵害について、安心して相談やカウンセリングなどが受け

られるような支援体制の整備を推進します。また、犯罪被害者と接する市職員や警察関係

者等による適切な対応が図られるよう、十分な教育訓練を行います。 

◆被害回復のための見舞金の支給 

「南魚沼市犯罪被害者等見舞金」について周知を行い、犯罪被害者やその家族が受けた

被害の早期回復と軽減を図ります。 

◆支援団体との連携 

犯罪被害者やその家族の立場に立った取組を推進するため、国、県、警察、民間の関係機

関・団体等により組織された新潟県被害者支援連絡協議会との連携を強化します。また、

犯罪被害者やその家族の支援に取り組む民間団体の活動の支援や周知を図ります。 
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11 北朝鮮により拉致された被害者の人権 

 
現状 

北朝鮮当局による日本人の拉致は、日本に対する主権侵害であり、国民の生命にかかわる

重大な人権侵害です。国際社会と連携しつつ、北朝鮮当局による人権侵害問題の実態解明と

解決を図ることが求められています。 

▶国・県の動向 

国は、令和６（2024）年までに、既に帰国した５名を含む 17 名を北朝鮮当局による拉致

被害者と認定していますが、このほかにも拉致された可能性を排除できない事案があるとの

認識のもと、捜査・調査を進めています。平成 18（2006）年施行の「拉致問題その他北朝

鮮当局による人権侵害問題への対処に関する法律」では、拉致問題に関する啓発について、

国と地方公共団体がともに努めることを定めています。また、平成 23（2011）年には、閣

議決定により「北朝鮮当局による拉致問題等」を、新たに「人権教育・啓発に関する基本計

画」の人権課題の一つとしました。 

▶南魚沼市の現状 

拉致問題の解決には、国の取組を後押しする国民世論の高まりが重要です。南魚沼市では、

この重要性を踏まえ、学校教育や社会教育におけるさまざまな機会で啓発活動に取り組んで

います。 

▶市民アンケート調査に見られる市民の意識 

「関心がある人権問題」について、「北朝鮮により拉致された被害者の人権」は約３割にと

どまります。年代別に見ると、前回調査と比較して、18～20 歳代では低下し、約 1 割となっ

ています。一方で、30 歳代、40 歳代、50 歳代では高くなっています。 

 

 
課題 

〇問題を過去のものとして風化させることのないよう、拉致問題に関心を持ち、認識を深

められるよう促すことが必要です。また、若い年代への啓発が必要です。 

〇拉致被害者の家族会等の活動の支援と連携が必要です。 

 

 
推進のための考え方と方策 

◆拉致問題に関する学校教育・社会教育の推進 

問題への関心と認識を深められるよう、学校教育や社会教育を通じた情報提供と啓発を

推進します。また、若い年代への啓発に努めます。 

◆関係機関・団体への支援と連携 

関係機関・団体への支援を推進するとともに、市民への情報提供や啓発に関しての連携

を図ります。 
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12 その他さまざまな人権 

これまでに掲げたもの以外にも、さまざまな人権をめぐる問題・課題があります。 

また、社会の動向や人々の価値観の変化に応じて、新たな人権問題が生じたり、従来の人

権問題により慎重かつ新たな視点での対応が求められたりします。このような人権問題につ

いても迅速な対応や情報提供、教育・啓発により、その解決に努めます。 

 

 

アイヌの人々の人権 

アイヌの人々は、日本列島北部から北海道に先住し、固有の言語や文化を持っています。

しかし、近世以降のいわゆる同化政策などにより、固有の文化の保存と伝承が難しくなって

います。また、アイヌの人々への理解が十分にされているとは言えず、雇用や結婚などにお

ける偏見や差別が依然として存在しています。そのような中、国は平成 31（2019）年に公

布した「アイヌの人々の誇りが尊重される社会を実現するための施策の推進に関する法律」

に基づき、令和元（2019）年に「アイヌ施策の総合的かつ効果的な推進を図るための基本的

な方針」を閣議決定し、アイヌ施策を総合的かつ効果的に推進するため、地域ごとの状況に

留意した上で、各都道府県において適切な目標設定を行うこととしています。また、北海道

白老町にアイヌ文化の振興や普及啓発の拠点として、国立アイヌ民族博物館を核施設とする

民俗共生象徴空間「ウポポイ」を整備し、令和２（2020）年に開業しました。 

アイヌの文化や人々に対する理解と認識を深めるための教育・啓発が課題です。 

 

新潟水俣病被害者の人権 

日本の四大公害病※の一つに数えられる新潟水俣病は、メチル水銀化合物に汚染された魚介

類を長期間にわたって食べることによって起きる中毒性の神経系疾患であり、昭和 40（1965）

年に阿賀野川流域で最初に発生が確認されました。阿賀野川流域にある化学工場からの、メ

チル水銀を含む工場排水が原因であり、大きな被害をもたらしました。それは、健康被害を

もたらしただけでなく、被害者やその家族に対する差別や偏見を生み、地域社会に深刻な人

権問題をもたらしました。今もなお被害者の健康被害は続いており、被害者の中には差別や

偏見を恐れて病気を隠し続ける人もいると言われています。 

新潟県固有の環境問題であるとともに人権問題でもあるという認識を持ち、被害者の人権

に対する理解を深める教育・啓発を推進することが課題です。 

 

 

※ 日本の四大公害病：高度経済成長期の産業公害の典型例として、水俣病（熊本県）、新潟水俣病（第二水俣病）、四日市ぜん 

そく（三重県）、イタイイタイ病（富山県）の 4 つとされることが多い  

 
現状と課題 

 
現状と課題 
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刑を終えて出所した人の人権 

刑を終えて出所した人や執行猶予の判決を受けた人、さらにその家族に対する差別や偏見

は根強く、本人の更生意欲にかかわらず、雇用や結婚、住居の確保が困難な場合があるなど、

社会復帰や社会参加の大きな妨げとなっています。 

刑を終えて出所した人の円滑な社会復帰には、本人の謝罪や被害回復に向けた努力、強い

更生意欲にあわせて、地域社会の理解と協力、差別や偏見を解消するための教育・啓発が必

要です。また、本人が自立するための支援や、高齢者や障がい者など福祉的な支援を必要と

する場合の支援等を進めることが課題です。 

 

ホームレスの人の人権 

著しい社会経済情勢や雇用情勢の変化のもと、自立の意思がありながら、やむを得ない理

由で野宿生活を余儀なくされている人々が嫌がらせや暴力を受けるなど、ホームレスの人に

対する人権侵害が問題となっています。 

国は平成 14（2002）年に「ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法」を制定し、

同法に基づく「ホームレスの自立の支援等に関する基本方針」を策定しました。平成

27(2015)年には、生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化を図るため、生活困窮者に対

する包括的かつ早期の支援を実施することを目的とする「生活困窮者自立支援法」が施行さ

れ、同法に基づく生活困窮者自立支援制度が整備されています。 

ホームレスの人に対する偏見や差別を解消するための教育・啓発とともに、相談・支援体

制を充実させ、自立を積極的に促すとともに、新たにホームレスになることを未然に防止す

ることが課題です。 

 

人身取引に関する人権問題 

人身取引（トラフィッキング）は、犯罪組織などが、売春や強制労働、臓器摘出などのため

に、暴力、脅迫、誘拐、詐欺などの強制的な手段により場所や国を移動させて人身を売買す

ることを言います。人身取引は、重大な犯罪行為であると同時に、被害者に深刻な精神的・

肉体的苦痛をもたらす重大な人権侵害です。 

国は平成 16（2004）年に「人身取引対策行動計画」を策定しました。適宜改正を行って

おり、現在は令和 4（2022）年に策定した「人身取引対策行動計画 2022」に基づき、人身

取引の防止・撲滅、被害者の保護に取り組んでいます。 

人身取引に関する人権問題の存在を認識し、人身取引の撲滅と防止、被害者の保護につい

て理解を深めることが課題です。 

  

 
現状と課題 

 
現状と課題 

 
現状と課題 
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大規模災害に起因する人権侵害 

我が国は自然的条件から、台風、豪雨、豪雪、洪水、土砂災害、地震などによる災害が発生

しやすい国土となっています。加えて、気候変動等の影響により、災害のさらなる激甚化・

頻発化が懸念されています。 

大規模災害が発生した際には、避難所におけるプライバシーの確保、高齢者や障がいのあ

る方など支援を必要とする人々への配慮、さらには風評被害による差別などの人権上の問題

が生じる可能性があります。 

災害の二次的被害として人権侵害を発生させないよう、教育・啓発を推進することが課題です。 

 

 

  

 
現状と課題 
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第５章 計画の推進体制 

１ 計画の推進体制 

本計画に基づいて、人権教育及び人権啓発を総合的かつ効果的に推進するため、庁内関係

部局と連携し、相互の情報共有を図りながら、各種施策を積極的に推進します。また、国や

新潟県、関係機関・団体と連携し、その時々の社会情勢や地域課題の実態把握に努め、効果

的な人権教育・啓発に努めます。 

 

２ 計画の進行管理 

本計画の進行管理にあたっては、PDCA サイクルによる進行管理を行い、優先度の精査や

重点化を図りつつ、効果的かつ効率的な運用に努めます。 

また、関係機関や団体の代表者で構成する「南魚沼市人権教育・啓発推進委員会」におい

て、市役所内の各担当課の施策が人権尊重の視点から取り組まれるよう点検・評価を行うと

ともに、さまざまな視点から幅広い意見聴取を行い、以後の施策に反映することでよりよい

計画の推進を図ります。 
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資料編 

１ 南魚沼市人権教育・啓発推進委員名簿 

令和７年４月１日現在 

 分野区分 氏名 所属団体等 

１ 人権擁護 阿部 正廣 南魚沼人権擁護委員協議会 

２ 子どもの人権 井口 幸治 南魚沼市民生委員児童委員協議会 

３ 同和問題 長谷川 均 部落解放同盟新潟県連合会 

４ 学識経験者 松尾 和浩 新潟県人権・同和センター 

５ 障がい者の人権 髙橋 義信 南魚沼市身体障がい者協会 

６ 女性の人権 山﨑 美晴 南魚沼商工会 

７ 社会教育 
上村 寿美子(～R7.9.30) 

ㅐ所 扶美子(R7.10.1～) 
南魚沼市社会教育委員 

８ 高齢者の人権 中澤 みや子 南魚沼市老人クラブ連合会 

９ 外国人の人権 高橋 一郎 国際大学 

10 学校教育 田中 博徳 南魚沼市教育振興会 

11 労働関係 細貝 昭男 南魚沼公共職業安定所 

12 健康福祉関係 髙野 美奈子 南魚沼地域振興局健康福祉環境部 

事務局 

南魚沼市 市民生活部 市民課 

南魚沼市教育委員会 社会教育課 

南魚沼市教育委員会 学校教育課 

  



資料編 

 

62 

２ 計画策定の経緯 

期  日 項  目 内    容 

令和 6 年 6 月 25 日 令和６年度 

第１回南魚沼市人権教育・ 

啓発推進委員会 

〇第 2 次南魚沼市人権教育・啓発推進

計画について 

〇計画策定スケジュールについて 

〇人権に関する市民アンケート調査の

実施について 

令和 6 年 7 月 31 日 令和６年度 

第 2 回南魚沼市人権教育・ 

啓発推進委員会 

〇人権に関する市民アンケート調査の

修正箇所の検討について 

〇アンケートの周知及び回答方法 

（ウェブ回答を併用）について 

令和 6 年 10 月１日 

～11 月 15 日 

人権に関する 

市民アンケート調査の実施 

〇満 18 歳以上の市民 2,000 人を対象 

〇回収数 875 件 （回収率 43.9％） 

令和 7 年２月 21 日 令和６年度 

第 3 回南魚沼市人権教育・ 

啓発推進委員会 

〇人権に関するアンケート調査の集計

結果について 

〇計画策定スケジュールについて 

〇委員の任期及び選任について 

令和 7 年 7 月 25 日 令和７年度 

第１回南魚沼市人権教育・ 

啓発推進委員会 

〇委員長、副委員長の選出について 

〇令和６年度の取組について 

〇第２次南魚沼市人権教育・啓発推進

計画（案）について 

令和 7 年 10 月 29 日 令和７年度 

第２回南魚沼市人権教育・ 

啓発推進委員会 

〇第２次南魚沼市人権教育・啓発推進

計画（案）について 

令和 7 年 11 月 25 日 

～12 月 15 日 

意見募集（パブリックコメント）

の実施 

〇市報 11 月１日号に掲載 

〇市ウェブサイトに掲載 

令和 8 年１月 29 日 第３回南魚沼市人権教育・ 

啓発推進委員会 

〇パブリックコメント結果を踏まえた

第２次南魚沼市人権教育・啓発推進

計画の修正ついて 

令和 8 年 3 月  〇第 2 次南魚沼市人権教育・啓発推進

計画の公表 

 

 

 



 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２次 南魚沼市人権教育・啓発推進計画 

令和８年３月策定 
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